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3契 約締結交渉の不当破棄に関する裁判例の紹介と分析

3-2分 析

鳥緻的分析に続いて,以 ドでは,個 別具体的な分析を行うが,分 析の対

象となる各判例から抽出された具体的事実の詳細については,本 稿末尾の

一覧表を参照されたい。

(2)契 約 締結 交渉過 程において当事者に課される行為義 務

'i1'1堵 に 何 らかの行為義 務が課 されるよ うになるのは
,当 事者が実質 的

に 「契約締結 交渉」 段階に人 ってか らである ことはい うまで もない。 この

点,判 例で は,具 体 的交渉がない(否 定16),あ るい は交渉の回数 が未だ

少ない(%L-`5),事 実 ヒの合意がな い(否 定6,11),先 行 的準備行為 が

一ノ∫的にな されたが
,こ れについて相:卜方の明示ない し黙示の承認を得て

いない(否 定6)と い う場 合に,契 約 締結交渉段階 に人 っていない と判断

されてい る。

では逆に,い かな る場 合に契約締結交渉段階 に入 った と評価 され るのか。

判例で は,仮 の合意 あるいは協定が結ばれて いる場合,相 手方か らの指示

に応 じて 先行的準備行為 に着 手した場合,あ るいは一一ノ∫的 に行 った先行的

準備行為 に対 し,相 手方がこれ を認識 し,明 示 ない し黙示の承認を 与えて

いる場合には,既 に契約締結 交渉段階 に入 っている もの と判断されて いる。

こ こか ら,契 約 の 「p4j」'11事者 において,契 約締結へ 向けて交渉 を進 める

「意思」 の疎通 を推 認 させ るような客観 的 「拝実 が認 め られれば,契 約締結

交渉段階 に人 った もの と判断 されている ことが分かる。

なお,契 約締結 交渉段 階に人 っているか どうかの判断 にあた っては,契

約 当事者間の接触 期間の長短 は必ず しも関連性 を もたない。例 えば,否 定

5判 決 は,1年5ヵ 月 もの接触期間 を もったに もかか わ らず,契 約締結交
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

渉段階に入っていないと判断 されているのに対 して,肯 定22判 決は,接

触か ら交渉破棄まで合わせて1ヵ 月しか経過 していないにもかかわ らず,

交渉破棄責任を認めている。同様に,契 約締結交渉段階に入ったと判断さ

れた場合であって も,交 渉期間の長短は,交 渉破棄責任を認容すべきか否

かの結論に影響を及ぼさない。例えば,否 定17判 決では8年9ヵ 月,否

定21判 例では6年 の交渉期間を経ているが,責 任は否定 されている。 こ

こから,契 約締結交渉の不当破棄責任を判断するに際 して重要な要素は,

交渉期間の長さというよりはむ しろ,そ の内容,す なわちどれだけ交渉が

進展 していたかという実質にあるということが分かる。

次に,契 約締結交渉段階に入った当事者にはいかなる行為義務が課され

るのであろうか,

判例から抽出された行為義務は,以 下の通 りである(図 表1)。

図表1

行 為 義 務 の 内 容 判例(()は 否定判例)

①誠実交渉義務 11,34,(2)

②意思決定に重要な影響を有する事実について適切な

情報提供 ・報告をする義務

7,18,37,40,42,47,48,(8)

③誤解を誘発する行為を避ける義務 1,3,5,10,15,29,38,52

④契約締結に努めるべき義務 5,8,12,20,26,31,50,(13,19)

⑤相手方の誤信に対し警告 ・注意すべき義務 3,14,18

⑥禁反言 2,7,17,22,23,51

⑦損害を回避するために第三者に働きかける義務 21

⑧交渉を継続する意思を失った時点で,速 やかに交渉

を打ち切る義務

10,13,14,19,30,36,39,41

⑨財産上の損害発生を防止すべき義務(損 害填補義務) 6,24,32,33,35,45

⑩違法な行為(不 法行為)を 行ってはならない義務 9,16
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ここに示した行為義務は,契 約締結交渉の進捗度に応 じて,次 のように

整理することができる。

まず,契 約締結交渉関係に入 った'暦 堵 は,そ の時点か ら直ちに,契 約

締結に向けて諸条件を成就するよう努力し,η 二いに誠実に交渉をなすべき

義務(一 ①誠実交渉義務)が 課される。①は,契 約締結交渉過程を通 して

すべての義務のべ一スとなるものとして位置付けることができるが,そ れ

ゆえ非常に一般的かつ弱い義務であるので,こ の義務の違反のみをもって

直ちに契約締結交渉の不Ui破 棄責任を認定することは難 しい。実際,① を

理山に賞任を認容 した肯定11判 決ならびに肯定34判 決は,協 定書に誠実

交渉義務が謳われていることが責任の根拠とされている。

そ して,① がより具体的 ・積極的な形をもって現れた義務が,② 意思決

定に重要な影響を有する事実について適切に情報提供 ・報告をする義務,

⑧誤解を誘発する行為を避ける義務,で ある。②は,契 約締結の前提をな

す事実が,相 手ノ∫のr定 するものとは異なることを始めから知っている場

合,あ るいは異なるものとなる可能性が後に明らかになった場合に,そ れ

を速やかに相手方に告げることを義務づけるものである。相手方に対 し交

渉を継続すべきか否かの判断材料を適時に提供させることで,相 丁方が無

川な交渉を継続 したために損害を被るという事態を回避することを可能に

する。③は,交 渉破棄者の側に,客 観的に見て契約締結の準備 とも受け取

れるような積極的指示ないし行為が存在する場合に,そ れが事後的に見て

契約成、γへの誤信を強く誘引する要因となったと判断されるときは,そ の

ような指示ない し行為はすべきではなかったという形でその慨怠が評価さ

れるものである。②も③ も,行 為義務の内容は①より明確であるとはいえ,

交渉の比較的早い段階か ら課される義務であるという意味では①と同様で

あるから,こ れを根拠とした賠償責任の判断は軽々に行われるべきではな

い。実際のところ,② や③を理山として責任をi'淀 した判例はいずれも,

交渉のより早い段階で義務違反の事実を認定 してはいるが,結 果として相
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2}完

当程度契約 交渉が進捗 し,先 行的準備行為が行 われ た段階 での不'i1破 棄 が

問題 とな ったケー スばか りであ る し,ま た,損 害賠償 の範囲 もほとん どが

実損 害の賠償 に留 め られてい る(肯 定3,10,18,22,29,37,38,42)。 も っ

と も,雇 川契約 においては,② の違反 に基づ き逸 失利益の賠償 まで認め ら

れて い るが(肯 定40,48),こ れ は後述の とお り契約類 型の特性 によ るも

の と考え る。

契約締結交渉過程が よ り進展す ると,① 誠実 「交渉」義務 は,④ 迅速 か

つ誠実 に交渉を継続 し,契 約 「締結」 に努 めるべ き義務 ,に 発展す る。 そ

れと同時 に,当 事者にはよ り積極的に相 手方を配慮すべ き義務,す なわ ち,

⑤ 相 手方の誤信に対 し警告 ・注意すべ き義務,⑥ 禁反,7,⑦ 損 害を回避す

るため に第 三者に働 きか ける義務,が 課 され るようになる。注意すべ きは,

契 約 自山の原則か らす れば,契 約 を 　1:式に締結 するまでの間は,契 約を締

結 しな い自山が認 め られ るべ きである ところ,契 約 の締結 を義 務づけ る④

は明 らか にこれ に反す るもので あるということである。 したが って,⑤ か

ら⑦ のよ うな義 務違 反が認め られな いにもかか わ らず,な お④ のみを理 山

に責任 を 肯定 す ることが許 され るの は,交 渉が最終段階 に達 し,も はや契

約締結 目前の状態 にある場 合に限 られ るべ きであ る。 この点,判 例 は,契

約 一1rが作 成 され ている(肯 定8,20,31),あ る いは契 約の 重要部分 につ き

既 に合意 に達 してお り(肯 定26),契 約ftrへ の 調印Hあ るいは代金決済期

日が既 に決定 され ている場 合(肯 定31,50)で,し か も契約 の締結 を拒絶

した こ とにつ きIE当 な理 山が認 め られ ない場 合(肯 定20 ,?6,31,50)に

お いて,④ に基づ く責任を認めてお り,契 約の成熟度 に加えて,正 当な理

山の存否を餅酌 してい るとい う点で責任の認定 に慎T:な 姿勢が窺 われ る。

他 ノ∫で,も し契約締結 の意思 を失 った場合には,速 やか に交渉を打 ち切る

義務(=⑧ 交渉を継続 する意思 を失 った時点で,速 やか に交渉を打 ち切る

義務)が 生 じる。 この義 務について も,④ と同様,契 約 自ICIの原 則か らす

れ ば,契 約 を締結す るまでの間,契 約締結 交渉を打 ち切 るか否か,ま たい
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つ打 ち切るかは,本 来当事者が 白山に決める ことができるはずであるが,

契 約締結 交渉が相'且1稚度煮詰ま った段階に至 ると,で きる限 りIi只 打 ち切

りの意思 を伝えなければ,そ れだ け相 手方が被 る損害が拡大す る　,」能性が

あ ることか ら,こ うした義務 を当事者に課すことがIE当 化 されるのである。

この ことは,裏 を返せ ば,契 約締結交渉 の初期段階 においては,交 渉 を打

ち切 らな いこ とそれ1'1体 につ いて当事者が非難 されるべきではない とい う

ことを意味す る。

④ か ら⑧ は,い ずれ も交渉がかな りの程度煮詰 まった状 態にあ る場 合に

認定 されてい るようであ る。 具体的 に見てみ よう。 まず,⑤ を認めた判例

では,映 画の撮影を実行す る(肯 定3),前 職 を退職す る(iii14),店 舗

を借 り人れて内装 に事を し,そ の為の資金を借 り人れ る(肯 定18),な ど,

契 約が締結 され るとの誤信 に基づ いて先行 的準備行 為がかな りの程度実行

されて しまってお り,交 渉破 棄によ り生ず る損 失が相 当大きい と思 われる

ものばか りである。 同様 に,⑥ を認めた判例は,事 務所を設置 し既 に営 業

活動 を行 ってい る(肯 定7),交 渉ll1の 契 約 の前提 とな るべ き契約 が既 に

締結 されて い る(肯 定17),前 職 を退職 して い る(肯 定23),製 作 図を作

成 し製造 ライ ンを確 保 してい る(肯 定51)な ど,い ず れ も先行 的準備行

為が相 当に進 行 してい るケー スで ある し,⑦ を認めた判例(肯 定21)も

契 約締結直 前の ケースで ある。⑧ を認 めた判例 は,い ず れ も,契 約締結 の

意思 を失 って いるに もかかわ らず,そ れを告げる ことな く相T-hに 準 備 行

為 を指示 した り,あ るいは曖昧な態度 を とり続 けてい る間に,設 計変更を

して しま った(肯 定10,41),旧 建 物 を取 り壊 し新建物 の建築準備 を進 め

た(肯 定13),前 職 を退職 して しまった(肯 定14),商 品 を発注 し従業 員

を新規雇川 した(肯 定19),他 の 就職11あ る いは他 の申込 者を断 った(肯

定30,36),な ど,相 手ノ∫が先行ft勺準備 行為を相 当に進 行 させ て しま った

ケー スであ る。 この ように,④ か ら⑧ は契約締結交渉が相 当程度進行 した

段 階で問題 とな る義務で あるが,だ か らといって,こ れ らを根拠 とす る賠
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契約締結交渉の不当破棄における責任(21完

償責任の範囲が逸失利益の賠償に結びつ くかと言えば,必 ず しもそうとは

いえない。逸失利益の賠償を認めた判例の数は② ・③に比べれば確かに若

i=多いものの,契 約の進捗度に応 じて損害賠償の範囲が決まるという関係

は認められない。

なお,判 例 ヒ,⑨ 財産 止の損害発ノkを防止すべき義務 ・損害填補義務と

いう表現が川いられることがあるが,こ れを①か ら⑧の不履行から11三じた

損害の発生を防止する義務ないし発生 した損害を填補する義務と捉えれば,

⑨を①か ら⑧ と区別する実益はない。 しか しなが ら,判 例は,交 渉破棄者

が自治体である場合,① から⑧の不履行があるわけではないが,選 挙によ

る長の交替や合併などに伴う施策の変更,あ るいは議会の承認が得 られな

かったといった,い わばやむを得ない事情によ り交渉を打ち切らざるを得

ない場合であって も,な おそこから生 じる損害を填補させるために,⑨ に

1,1;ついて賠償責任を肯定 しており,こ うした場合においては⑨が独白の存

在意義を有するといえる。rl治 体の責任を肯定す る判例は,肯 定42判 決

を除き,す べて⑨を根拠 としている。

最後に,交 渉破棄の態様において違法性が強いと評価される場合には,

いずれ も不法行為責任が認定されている(肯 定9 ,16)。

以 ヒに示 した各行為義務につき,特 定の契約類型と結びつきやすいとい

う関係は特に認められない。交渉当事者に課される行為義務は,契 約類型

によって左右されるのではなく,む しろ,個 々の契約の具体的内容と契約

の進捗度に応 じて個別的に決せ られていると考えるべきであろう。 また,

判例の中には,義 務違反が原因で相 手ノ∫が契約締結を信じ,先 行ll勺準備行

為を行うことはr測 できたはずであるというフレーズがしばしばみられる。

ヒ記の行為義務は,い ずれ も内容的には,行 為義務を果たさなかったため

に,交 渉の相手方に契約締結に対する信頼を与え,そ の信頼に基づいて先

行的準備行為等を行った相手方に,結 果として損害を与えることになるよ

うな事態を回避するために課される義務であるといえる。その意味で,㌻え
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ば,契 約交渉当事者に課される行為義務は,不 法行為法の過失要件の判断

においていわれるところの損害回避義務のことであり,そ の前提 として損

害発生のr見 可能性が必要とされていると見ることができるであろう。 こ

のように,契 約締結交渉の不当破棄における義務違反の判断は,不 法行為

法における過失判断に極めて近いものであるといえる。

(3)正"1な 理 山

1述 した よ うに,契 約締結交 渉段階 に入 った と認定 され ない限 り,当 事

者になにが しかの行為義 務が課 される ことはないので,ま ず は問題 とな っ

て いる当事者関係 が,契 約締結 交渉段 階に人 っているか どうかの判断 がな

され,こ こで契約締結 交渉段 階に入 ってい ると評価 された場 合には,契 約

の内容 や進捗 度に応 じて一定の行為義 務が"i`1十 に 課 され ることとな る。

行為義 務の違 反が認め られな ければ,契 約締 結交渉の不 当破棄責任は否定

され るが,仮 に行為義務の違反が認め られ ると して も,契 約締結を拒否 し

た ことにつ いてIE当 な理111が あ ると評価で きる場合 には,義 務違反 に対す

る責任を問 わないとす るのが 判例 の考え方である。 このように,iE当 な理

山の存 否は,契 約締結 交渉の不当破 棄責任 を 「否定」す るに当た って決定

的 な要素 とな っていることは明 らかであるが,一 方でiE当 な 理山が 「ない」

ことが責任 を 「肯定」 す る根拠 の一 つ として も機能 している場 合がある点

は見逃 せない。 もっとも,IE'11な 理lllの 存 否を検討す ることが責任を 肯定

す るために必 須の要件 とな ってい るわけではない。 正当な理由に 言及 した

判例はi'定 判例の,:数 程度 に留 まってお り,ま た1E当 な 理山 に言及 してい

る判例 とそ うでな い判例 とで,交 渉の進捗度や'置竃事者の先行的準備行為の

程度 に特別差 は認め られ ない。 しか しなが ら,少 な くと も,Il三当な理 山の

不存在は,交 渉破 棄者 に対 し,契 約 白山の原則の ドにおいて も,交 渉を破

棄 した ことによ り生 じた損害の賠償責任 を負わ なけれ ばな らな いことを納

得 させ るための有効な理IIIた りえて いることは確かで ある。 また,以 ドで
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

示す よ うに,11三 当な理 山の判断で は,交 渉破 棄者の交渉態度 も甚斗酌 されて

お り,た とえ交渉関係が初期の段階で あって も,交 渉破 棄の態 様に誠実 さ

をiし く欠 く場 合には,正 当な理111な しと して 責任が 肯定 され るとい うよ

うに,他 の要件 を補完 す る要素 と して機能す る場合 もあるだろう。

第1期 の判例 群では,責 任を 肯定す るに際 して1旺当な理 山の存 否につ い

て 注及 した判例 は非常 に少数 に留 ま っていたが(肯 定2,11,16件 中2件

のみ),第2期 以 降 はこれが一般的 に見 られ るよ うにな って いる。 と りわ

け,不 動産売 買契 約(交 換契約 も含む)に おいて は,第2期 以降,1件 の

例外を除 き,責 任 を 肯定す る根拠 として必 ず正 当な理 山の不存在 に言及 さ

れてお り(肯 定11,17,22,24,26,27,31,32,34,8件 中7件),否 定 判例

において も多数,汲 され ている。 同様 に,賃 貸借契約 において もIE'且1な理

山の不存在 に 言及す る ものが多い(1?定25,36,43,50)。 これ に対 して,

第3期 以 降に増えて きた請負 ・委託 ・業務提携 な どとい った役務提 供型契

約 において は,正'11な 理 山への 言及 は少な く(i`it`20,38,51,18件 中3

件),雇 川 契約 に至 って はIE当 な理 山への 、汲 は全 くない。 不動産売 買契

約 において責任を 肯定す るための必須 要件 と して,[1:"iな 理 山の不存イ1;が

要求 され,一 方で役務提供型契約 にお いて これが 要求 され ていないのであ

るとすれ ば,こ れが前者の契約類型 において責任認容率が低 いことに対す

る一つ の説明 にな りそ うであ るが,責 任認容率の高 い賃貸借契約 において

もiE当 な理 由へ の言及 が多い こととの関係か ら考えれば,こ の説明のみ を

もってil三当化す ることは難 しい。 しか しなが ら,少 な くとも不動産が 目的

物 とな って いる契約 類型においては,裁 判所は責任の認定 につ きよ り慎 重

な態度で臨んで いると見る ことがで きそ うであ る。

次 に,IE当 な理 山の内容 を具体的にみてい こう(図 表2)。

lE当 な 理II1と して認め られない 膨拝由の うち,0な い し② は,契 約 当事 者

がrlら 引 き受 けるべ き経済 的 リスクであ り,と りわ け②について は,「 揃i∫

調査を きちん と実施す れば始めか ら分か ることで,採 算が取れな いことが
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図表2

lE'11な理 由と して認 め られたもの(否 定 判 例)
d1il:tな理山として認められなかったもの 〔肯定判例)

① 契 約 の 基 礎 とな る 事実 につ い て 障 害 ε1甜1

カ{'拝そ麦白勺に半il彫12・13

0市 場 の 冷 え 込 み20・24・27

②相1卜方の信川状態の事後的悪化4・9 ② 採 算がとれない2・22・36・43・51

③当事者以外の第 一三者による契約成 、γの阻

害8

③ 人種差別25

④不当破棄によって損害を受けた者が契約成

、ヒの見込みがないことにつき悪意10・20

④組織体内の連携不備18・31・50

⑤交渉を破棄した者のそれまでの交渉態度

の誠実さ14・17・18・21

⑤ 一・方 的 な翻 意11・17・28・38

後に判明 した として も,そ れは本人の責任であ って,そ の リスクを相 手方

に転嫁す ることは許 されない。④はiく の内部的 事情に過 ぎず,こ れを知

らない 善意の相手方 に ド張す ることが許 されないの もまた 当然であ る。 こ

れに対 して,if:'L,な 理 山と して認め られ る`抑1の うち,① ②③は,交 渉破

棄 者側の個人的 事情で はな く,ま た,撃 拝前に調査す ることがかなわない も

のであ り,取 引通念1:,当 事 者が 引き受 けるべ き リス クとはiiい 難 い。 こ

れ らはいわ ば,交 渉破 棄者の側 に責任 のない理 山による事情の変 更といえ

る。 この点,契 約締結後 に生 じた事情 の変 更は,こ れ を理 由 とす る契約の

解除 をほ とん ど認めないのが判例 の 、曜五場 であるが,こ れに対 して,少 な く

とも契約締結 前の交渉段 階にあ る間は,契 約rl山 の原 則 との関係 で,魯1`情

の変 更による交渉の打 ち切 りを 正'且1視す る判例の傾向が見て とれ る。 また,

④ につ いて も,悪 意 の被害者は 「1ら損 害の発生を回避 する ことも"∫能 であ

るがゆえに,相 手 ノ1の締結拒絶 を非 難 しえな くて 当然であ るといえよ う。

注 日すべ きは,そ れ までの交渉過 程において誠実 な態 度で臨んでいれば,

先行 的準備 行為が相 当程度進 行 した段 階で締結 を拒 否 して も,iE当 な理 山
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ありとして責任が否定されるということである。 しかも,た とえ締結拒否

の8拝情が本来【E当な理山として認められない0で あって も,交 渉態度の誠

実 さ故に最終的に責任が否定される場合 もある(否 定14)。 誠実な態度で

交渉に臨むということが,抽 象的一般的ではあるが,す べての行為義務な

いし責任の源となっているのであり,こ こには,契 約自山の原則の ド,誠

実な態度で交渉に臨んでいる限 り,契 約がd三式に締結されるまでは交渉を

打ち切っても責任を問われるべきではないという基本的発想が現れている。

なお,交 渉態度の誠実 さが甚斗酌される場合には,交 渉破棄者側のみならず,

相丁=側の交渉態度も総合的に考慮されている。

(4)損 害賠償の範囲と過失相殺

損害賠償の範囲について,判 例の状況は以 ドの通 りである(図 表3)。

損害賠償の範囲については,契 約締結交渉の不>L1破棄のケースでは契約

が成㍍していない以1:,履 行利益の賠償はあり得ず,信 頼利益の賠償に限

られると解するのが通説的見解である。 しか しながら,実 際の判例では,

図表3

相"ilii果 関 係 信頼利益
逸失利益 ・得

べかりし利益
慰謝料 実損害の賠償

不法行為責任

1.6.8・J・15・

?0.?1.28.33・

38.48

45(92)
16.21.50

(15・28)

13.21・

25

7.22.25・

31・51

信義則 ヒの責任
19.26.27・

zy・i7

10.18・

?3.3
14・40(47)

2.11・

40

17.32.37

契約締結i:の過失責任 48 42 11.43.44 18 9G

債務不履行責任 39 41 30・36

()内 は,損 害賠償の範囲について別の表現をとりながらも,実 質的には逸失

利益の賠償を認めている判例。
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債務不履行責任ないし不法行為責任において判例が採川している 「相当因

果関係」の基準によって損害賠償の範囲が決定されているものが非常に多

く,信 頼利益か履行利益かといった発想はあまりみられない。 とはいえ,

責任の法律構成に関係なく,ま た相当因果関係という表現を川いようと,

損害賠償の範囲は現実には実損害の賠償,い わゆる信頼利益の賠償に留まっ

ていることが多いのも`拝実である(Il%L-`判例の約6割)。 責任の法律構成

と認められた損害賠償の範囲との関係についていえば,不 法行為責任とし

て構成された判例においては,相'1咽 果関係によって損害賠償の範囲が決

定されることが多いようである。i」,信 頼利益と明言している判例に不

法行為責任構成はほとんどみられない。信頼利益の賠償は信義則1一の責任

あるいは契約締結1一の過失責任構成により馴染むようである。

注1」すべきは,逸 失利益の賠償を認めた判例が3割 弱存在し,と りわけ

第3期 に入ってこうした判例が増えてきているということである。逸失利

益の賠償を認めた判例を具体ll勺に見てみよう。まず,11∫定11判 決ならび

に肯定43判 決は,r約 の債務不履行責任が,ま た肯定44判 決は契約の成

、アを認めた1:で その債務不履行責任が認められているので,逸 失利益の賠

償は当然にi'f定されよう。 また,i?定16判 決は,欺 岡行為が存在 し契約

自山の原則を逸脱 した違法性が認められる事例であり,不 法行為責任が成

、Zすることは疑いな く,逸 失利益の賠償は肯定され うる。 同じく肯定15

判決は民法44条 を適川していることから,肯 定16判 決 と同様,不 法行為

的処理をしたケースとして,逸 失利益の賠償は1{L-1定されるであろう。さら

に,1贋「定14判 決ならびに肯定40判 決は,逸 失利益の賠償のみならず,慰

謝料 も併せて認めた判例であるが,い ずれも雇用契約のケースである。先

にも触れたように,雇 川契約においては,先 行的準備行為がもっぱら前職

の退職,も しくは別の雇川先を断るという形で現れる関係i,そ れにより

発生する損害も得べか りし給料相当額,あ るいは失職によって被る精神的

損害が申心 とならざるを得ないという特性がある。この特性に鑑みれば,
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2}完

得 べか り し給料や慰謝料の賠償が認 め られ るの はなん らおか しなことでは

ない。 肯定21・30・50判 決 は,い ずれ も契約 交渉の成熟 度が極めて高 く,

契 約 の成 、玩直前の ケー スであ る。 また,肯 定28・36・42・47判 決 は,契

約 成 ㍍の直 前とまで はいえ ないが,先 行的準備 行為が進 行 し,契 約締結 に

対す る信頼が相 当高まって いるケー スである。既 に述べ た とお り,判 例 は

契約 成 立の認定 を非常に厳格に行 って お り,契 約 のIi三式 な締結があるまで,

契 約の成 、/.はもちろん,r約 の成 蹉も認めない。 このよ うな中で,契 約締

結 に対す る信頼が相 当高ま っている事案 においては,契 約 の成 、ア自体を認

め ることはできないまで も,損 害賠償の範囲について契約成 、ヒの場合に出

来 るだけ近づ けよ うとする判例の配慮を読み取 る ことはで きるか も しれな

い。 もっとも,肯 定21・30・28判 決 において は,大 幅な過 失相 殺がな さ

れて お り,結 果 として賠償額 は縮 減 されてい る。

以 ヒに見たよ うに,判 例は,損 害賠償の範囲について,通 説の説 くよう

に,"i該 損 害が信頼利益か履行利益か とい う発想か ら決定 してい るとは詫

い難い。 相当因果関係 とい う注葉にま さに表れてい るように,交 渉過程 に

おいて生 じた損 害の うち,ど こまでを交渉破 棄者 に賠償 させ るのが相'11か

とい った判断が個別具体的に行われてい るとい った ノ1がiE確 で あろう。 そ

の結 果と して,実 際の判例 において認定 される損害賠償の範囲が,講 学 ヒ,

信 頼 利益と表現 されている もの に近い場 合が多いの は事実 であると して も,

だ か らとい って契約締結交渉の不 当破 棄責任か らは信頼利益の賠償 しか導

き出せない とい うよ うに固定的 に考え られて いな いので ある。 また,そ も

そ も信頼利益 とい う概念 白体,履 行利 益の対概念 と して 川い られることが

多い ものの,そ の内容 は判然 と しない。 交渉 している契約 の内容 に応 じて

必 要とな る先行的準備行為 は異なる以 ヒ,交 渉破 棄の結 果 として生 じる損

害 も多様で あって,ど の損害 について交渉破 棄者に賠償 させるべ きかが異

なるの は'11然 で ある。 したが って,必 ず しも講学 ヒ信頼利益 とは分類 され

ない逸 失利 益や慰謝料が,雇 川契約 においては,契 約が有効に成 、8五す ると
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ll亨頼 して被 った損害(い わゆる信頼利益)と 評価 される場 合 も ト分あ りう

るのであ って,同 趣 旨の ことは 肯定50判 決 に明示 されて いる。 同判決 は,

信 頼利益 の賠償 を原則 として確 認 しなが らも,不 動 産賃貸借において,交

渉期間が 長引 くほど,'置1該 不動 産を賃貸 して収 入を得る ことがで きない月

数が増加 し,得 べ か りし利益喪失額 が増 大する とい う特性 を考慮 すれば,

契 約が履行 され ると信 じたために失 った別の取 引による得べか りし利益ま

で信頼利益 に含まれ ると判示 している。 このよ うに,損 割 倍償の範囲は,

そ の決定基準が どのようなflIilCで表現 されていよ うと,実 質 的には契約類

型や契約内容 に応 じて個別的 に判断 され ているといえよ う。

次 に,過 失相殺の分析 に移ろ う。過 失相殺を認 めた判例は,肯 定3(5

1苧1),肯 定9(4害1」),i畳 「定10(5害U),長 塁∫定14(71単1),ヂ ∫定15(2'7J),

il∫定21(9害1」),Fl定22(81蓬 調),ilf定27(21痢 」),Ilf定28(61箏 」●9害1」),

肯定30(4割),肯 定46(4割),肯 定48(2割)で あ る。 過失相殺を認

めた判例数はttニ11定判 例の約2割 とそれ ほど数が 多いわ けで はないが,被 害

者において軽率な点が認め られ る場合や,損 害の発生原因 あるいは損・一の

拡 人に被害者rl身 の寄 与が認め られ る場合 には,大 幅な過失相殺が なされ

ている。1:記 の判例 中,逸 失利益の賠償を認めた判例 は14・15・21・28・

30で あ り,逸 失利益の賠償 を認 めた判例の'卜数近 くが過 失相殺 によ り賠

償額 を減額 されてい る。 ここで,過 失相殺は,逸 失利益の賠償を認め るこ

とでふ くれあが る賠償額 を適'[1な額 に調整す るもの と して機能 してい るこ

とが分 かる。 また,融 資契 約においては,そ もそ も責任認容率 自体が4割

とかな り低 いiに,責 任を 肯定 した判例(21・28)に お いて も,極 めて大

幅 な過 失相殺 がな されてお り,融 資者側(=銀 行)に かな り有利な判断が

な され ているよ うに見える。

(5}履 行補助者

履行補助者が当`拝者のT一足として契約締結交渉過程に関与している場合,

7G



契約締結交渉の不当破棄におけるilr121完

どのような法律構成をもって責任が肯定されているかという問題は,交 渉

の不'且1破棄責任をf可責任として位置付けるかをめ ぐる対 立において,契 約

責任構成を積極的に支持する根拠 となりうるとの指摘があることは,既 に

示 したとおりである。そこで,履 行補助者が関　fし ている判例群を取 り出

して,こ の点を分析してみよう。

そもそも履行補助者は,本 人による指揮 ・命令に従うべき関係にあるか

iiかに応じて,被 川者的補助者と独、γ的補助者とに区別することができる。

さらに,契 約締結交渉過程に被川者的補助者が関与している判例には,補

助者個人に不当な独断的専行行為が認められ,そ れがその者白身について

の不法行為責任を構成する場合と,相 手ノ∫と交渉の窓口となっていた補助

者の意図に反 して,補 助者の所属する組織が契約交渉を打ち切る判断を ド

すというように,組 織体内部での意思決定過程に連携の不備が認められる

場合とに分けられる。前者の場合,補 助者自身につき不法行為責任が成立

するほか,そ の使用者たる本人については,使 川者責任および民法44条

(改IEに より,一 般法人法78条),あ るいは国賠法に基づ く賠償責任が認

定されている(肯 定5・9・15判 決)。 後者の場合,IE'11な 理山のところで

指摘 したとお り,組 織体内の連携不備はあくまで内部的事情に過ぎず,善

意の相手方に対 しては,こ れを理山として契約締結を拒絶しても正当な理

山としては認められず,責 任は肯定されるG量∫定13・18・31・50判 決)。

肯定18判 決を除き,い ずれも不法行為責任が認定されているが,肯 定18

判決では,'且1事者の請求根拠が債務不履行かあるいは契約締結 ヒの過失の

いずれかとされていたことか ら,裁 判所は信義則 ヒの義務違反という構成

をとらざるを得なかったとみることもできよう。なお,被 川者的補助者が

関与している判例のうち,白 治体が交渉当事者本人であるケースでは,交

渉が打 ち切られた事情が,白 治体の施策の変更や議会の承認が得られない

などの,い わばやむを得ない事情によるものであって,民 間企業内におけ

る内部的事情とは必ず しも同視できない ものの(肯 定6・32・42・45),
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判例 は,自 治体 の施策 の変 更破 棄は,相 手方との間に形成 され た信頼関係

を不"iに 破棄する もので あ り,賠 償措 置を講 じない限 り許 されないと して,

同様 に責任 を 肯定 する。 法律構成についてみる と,肯 定6・45判 決 は不法

行為を,IJ定32判 決 は信義川 ヒの義務違反を,肯 定42判 決 は契約締結i

の過 失を もって責任を 肯定 していてお り一 貫性 を欠 くが,こ れは当事者の

L張 の"五て方を反映 した もの と思 われる。

このよ うに,被 川者的補助者が関 与している場 合には,そ の者の義 務違

反 について使川者責任な どで本人に帰責 させる ことができる。 これに対 し

て,独 、完的補助 者が関 与 してい る場合,補 助 者 と本人 とは相 圧に独 立の..1:

体 で あ り,使 川関係は存在 しないのであ るか ら,補 助 者の義 務違 反を 当然

に本人に帰責す ることはで きない。 この点,独 、γ的補助 者の義 務違 反につ

いて も本人に帰責 させ ることを 可能にす るのが,現 在のいわゆる 「履行補

助 者の過失」 論であ るが,こ の理論を持 ち込むためには,本 人 と相丁一方 と

の間の責任を契約責任 と構成す ることが必要 とな るのであ って,こ こに契

約締結 交渉の不 当破棄責任を契約責任 と構成す ることの積極的意義 が存在

す るとi三張 され るのであ るが,果 た して この1三張はil:"iな の であろ うか。

独 立1白補助 者が 関 与してい る判例 と して は,否 定2・5判 決,一 一1定17・

25・36・41・51判 決 が3げ られる。 この うち,否 定2判 決,肯 定17・25・

41判 決 にお ける補助者 は,い ずれ も不動産仲 介業者で ある。 なお,肯 定

17判 決 で は,交 渉破 棄責任を求 める原告 と独 伽 勺補助 者 との問,ま た独

軸 勺補助 者と交渉破 棄者 と して訴え られてい る被告 との間に,そ れぞれ売

買契約が締結 されてお り,形 式iは 独 、励勺補助 者も契約のlll問'且旬堵 となっ

てい るが,諸 般の'」事情 によ りや むを得ず契約'11墜1堵 とな ったのであ り,実

質は原 告 ・被告間の契約のイlil介にす ぎな いことが判例 ヒ認定 されてい る。

また,肯 定51判 決 では,当 事者は注 文者と ド請 負人であ って,ド 請負人

は注文者が建物の設計監理を依頼 した1中介者を通 じて注文者 と接触を持 っ

た ケー スであ るが,と はいえ両 者は請負 ・ド請負契約の性 質 ヒ,将 来的に
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

契約を直接締結する僕1係にないことか ら,果 たしてこうした当事者関係を

契約締結交渉過程にある当事者とみることができるかf`1体が問題 となりう

るが,こ の点は4で 改めて検討 しよう。法律構成としては,肯 定25・51

判決が不法行為,肯 定17判 決が信義則 ヒの義務違反,r,定36判 決が契約

締結iの 過失,tlf1定41判 決が信義則の一種の契約 ヒの責任としてお り,

一貫性は認められない。

これらの判例は,い ずれも本人の事情による交渉の不"i破 棄であり,独

立的補助者ri身 には何らの義務違反 も認あられず,し たがって独、宏的補助

者の過失を本人に帰責させる理論構成は必要ないケースであるから,こ こ

から契約締結交渉の不当破棄責任を契約責任と構成することの積極的意義

を証明することはかなわない。 しかしながら,こ こで原点に立ち返って,

そもそも,契 約の履行段階はおろか締結にさえ至っていない契約締結交渉

過程において,果 たして独 立的補助者が義務に反する行動をとることが想

定できるのか考えてみよう。独 立的補助者は,不 動産仲介業者に典型的に

みられるように,本 人との取 り決あに基づき,契 約を成疏させて初めて報

酬を得ることができる関係にある以 ヒ,契 約締結まで持 ち込めない限りri

らにとってなんの利益にもならない。また,独 、腕的補助者はあ くまで仲介

者に過ぎず,契 約のi三体となるものではないから,成 ㍍した契約について

履行責任を負うものではなく,経 済的事情の変化などによって翻意するこ

とも考えがたい。このように,契 約締結を望みこそすれ,独 、㌃的補助者が

これを妨害するような行動をとることはほとんど考えられない。実際の判

例1:,そ のような「糾列はこれまで1件 も登場 していないことがその左証と

もいえよう。このように,独._.　L的補助者の義務違反を理山に本人の責任が

問われるケースというのは極めて稀であって,こ のような レアケースへの

対応を想定 して敢えて契約責任構成をとることの必要性はほとんどないと

考える。
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3-3評 価

まず,以1:に 示 した分析結果の概略をまとあておこう。

契約締結交渉の不当破棄責任が問題 となる判例群において,「 契約準備

交渉段階に入 った者は,一 般市民間における関係 とは異なり,信 義則の支

配する緊密な関係に、ヒつのであるか ら,相 圧に相 手方の人格や財産を侵害

しない信義則 止の義務を負う」という規範命題はほぼ定着 し,不 当破棄責

任が認容される率 も,時 代を ドるに従って増えている。 もっとも責任認容

率の ヒ昇は,不 当破棄がinわ れた契約類型の典型が,責 任認容率が低い不

動産売買契約か ら責任認容率の高い役務提供型の契約にシフ トしているこ

ととも連動するものと思われるが,不 動産売買契約と役務提供型契約とで

責任認容率に大きく差が生 じるのは,責 任のイ∫無を判断するに.,iたって正

当な理山の存否についての判断を要しているかどうかの違いが一定の影響

を及ぼしているものと推測される。認容 された責任の法律構成については,

企体としてみると依然として不法行為責任として処理された判例が多いが,

第3期 に入って信義則 ヒの責任あるいは契約締結1:の 過失責任として処理

する判例が増えている。 しか しなが ら,こ こから,ど の法律構成をとるべ

きかに関 して,裁 判所の一貫 した方針を読み取ることはできない。もっと

も,裁 判所のとる法律構成が'i1事者の請求の 立て方に左右されざるをえな

いため,法 律構成に一貫性が見られないのはやむを得ないとの説明は,必

ず しも今llで は妥当しない。裁判所はどの法律構成を採用することも白山

である状況にあ りながら,ど の構成をとろうと実質的には効果に違いが生

じないこともあって,法 律構成にあまりこだわ りがないというのが実際の

ところであろう。

契約締結交渉の不当破棄責任が問われるようになるのは,当 事者が交渉

段階に人ってからであるが,こ うした段階に既に人ったかどうかは,当 事

者双方について,契 約締結へ向けて交渉を進める 「意思」の疎通を推認さ

せるような客観的事実が認められるかどうかで判断される。交渉段階に人
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

る前になされた先行的準備行為は,一一方的な思惑の ドにrlらの リスクにお

いてなされたものと評価 され,そ れに伴 う出捕も白らが負担すべきものと

される。このように,判 例 ヒ,交 渉段階に入ったか否かの認定は比較的緩

やかであるが,一 方で契約の成 立ないしは契約の予約の成立の認定には非

常に慎丁であ り,交 渉がかなりの程度進捗 した状況にあっても,明 確な契

約 書が存在 しない限 り,契 約や予約の成 立を認めない。 したがって,契 約

締結交渉期間は必然的に長い幅を持つこととなり,そ れぞれの段階におい

て当事者に要求される行為規範は変化することになる。

契約締結交渉段階にはいると,直 ちに,交 渉当事者には一般的義務 とし

て誠実交渉義務が課される。 また,交 渉の比較的早い段階か ら,意 思決定

に重要な影響を有する事実について適切に情報提供 ・報告をする義務や,

誤解を誘発する行為を避ける義務が課される。 これらの義務違反に対して

は,実 損害の賠償に留められることが多い。交渉がより進展すると,誠 実

交渉義務は誠実に契約締結に努めるべき義務に発展する。 また,当 「1堵に

はより積極的に相手方を配慮すべき義務として,相 手方の誤信に対し警告 ・

注意すべき義務,禁 反[1,損 害を回避するたあに第 モ者に働きかける義務

などが課されるようになる。一ゾ∫で,交 渉を継続する意思を失った場合に

は,そ の時点で速やかに交渉を打ち切る義務 も課される。契約締結義務な

らびに交渉打ち切り義務は,契 約 白由の原則との抵触が特に問題となるた

め,交 渉の成熟度が相'11高まり,契 約締結を信 じた相手方の先行的準備行

為が相"i進 行 した段階にいたって,初 めて課されるべき義務として位置付

けられる。交渉が成熟 した段階における義務違反に対しても,実 損害の賠

償が原則とされるが,一 方で逸失利益の賠償まで認める判例がより多 く見

られるようになる。 しか しながら,交 渉の進捗度に比例して損害賠償の範

囲が拡張するという関係にあるわけでは必ず しもなく,個 々の契約の特性

から損害賠償の範囲は決定される。

交渉破棄者においてこれ らの義務の違反が認められなければ,不 当破棄
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責任を問われることはないが,義 務違反が認め られる場合であって も,交

渉を打ち切ったことについて正当な理山がある場合には,や はり責任は問

われない。交渉破棄者側があらかじめf測 しうる,あ るいはr測 すべき経

済的 リスク,あ るいは交渉破棄者側の内部的事情は,IE当 な理由として認

められないが,相 手側の事後的な事情の変化は,あ らか じめ1り測 し得ない

リスクであるから,こ れを理山とする契約締結拒絶はit="iな理山として認

められるほか,相]三 側が契約成 航の見込みがないことにつき悪意の場合に

も,貢 任が否定される。なお,交 渉破棄者が,交 渉過程において終始誠実

な態度で臨んできたのに比して,相 丁'方の交渉態度に問題がある場合には,

本来IE当 な理由として認められない交渉破棄者側の`拝情を理由とする交渉

の打ち切りも正当化される場合がある。

損害賠償の範囲については,相 当因果関係の基準を川いて,契 約類型の

特性,あ るいは当該契約の具体的内容や交渉の進捗度に応 じて個別的に決

定 されているようであり,信 頼利益 ・履行利益といった基準で決定されて

いるわけではないことは明らかである。判例が実際に認容 した損害賠償は,

契約がイJ効に成 　L.すると信頼 して出捕 した費川の賠償,い わゆる信頼利益

の賠償に留まっていることが多いものの,逸 失利益の賠償や慰謝料を当然

に排除するものではない。 もっとも,逸 失利益の賠償を認めた判例では大

幅な過失相殺がなされており,賠 償額の高額化に歯ILめがかけられている。

また,一 一般に,交 渉当事者に軽率な点が認められる場合には,思 い切った

過失相殺が行われる傾向が見られる。

最後に,契 約締結交渉に履行補助者がlntl'%しており,履 行補助者自身の

義務違反が一kたる原因となって交渉が決裂 した場合に,被 川者的補助者で

あれば,使 用者責任等の法理を使って本人に帰責させることが可能となる

が,そ れが独、更的補助者であると,履 行補助者の過失論を持ち出さない限

り本人に帰責させることができないので,交 渉'量1事者関係を契約関係に仮

託 して履行補助者の過失論を適川する必要性が学説 ヒ説かれているが,実
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

際にはその必要性は限 りなく低い。契約締結交渉過程への独立的補助 者の

関与のあり方を考えたとき,独 立的補助者が,契 約の成 、γを望みこそすれ,

これを妨害するような行動をとることはほとんど考えられないからである。

以 ヒの分析を,契 約締結交渉の不当破棄事例について学説 ヒ確 、γされて

いる処理準則「Dと照らし合わせてみよう。

まず,処 理準則①か ら③については概ね妥当であろう。 もっとも,現 在

では,判 例の蓄積から,交 渉の段階に応 じて課 される行為義務をより具体

的に類型化することが可能となっていることは ヒ述 したとおりである。ま

た,契 約交渉の不'i董破棄に対 して賠償責任が 肯定されるのは,交 渉破棄の

時点で,交 渉が相当に成熟 し,既 に先行的準備行為がかなり進行 している

場合が典型であるものの,当 事者には交渉のかなり早い段階か ら一定の行

為義務が課されていることは判例 ヒ明 らかであり,交 渉期間の長短に関係

なく,ま た交渉の成熟度がそれほど高 くない場合であって も,当 事者の行

為態様や,義 務違反の結果として相手方に与える損害の人きさなどを総合

的に考慮 して,賠 償責任が認定されていることに注意しなければならない。

この点,交 渉'1得堵 のどちらが1三導権を持って交渉を推進 したかが行為義

務の内容及びその存否の判断に影響を及ぼすという処理準則④は,'巳得堵

の交渉態度の一要素として,i:`'iな 理山の中で総合的に考慮されている。

lE当な理山については,こ れまであまりT:視 されてこなかったが,.r-_'rな

理山の存在が,不 当破棄責任を否定するLで 決定的な要因となっているこ

と,と りわけ不動産関連の契約においては,責 任の認否に当たってll三当な

理山の判断が重視されていること,他 方で,責 任を肯定する場合にも,il:

'1'な理山は契約自山の原則との関係で交渉破棄者に対し賠償責任を負わせ

ることを納得させる根拠として,r汲 されることが多くなっていることも,

処理準則に付け加えられるべきであろう。なお,契 約締結交渉過程におい

(11本 稿2-3参 照 。
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て一貫 して要求される交渉態度の誠実さは,交 渉を破棄する側 も破棄され

る側もともに要求されており,し か も両者の態様は相関関係的に評価 され

ている。

処理準則⑤ないし⑥ も概ね妥当である。損害賠償の範囲は,当 該契約の

類型や具体的内容,行 われた先行的準備行為の内容に応じて,個 別的かつ

柔軟に決定 されているのであって,契 約締結交渉の不当破棄においては,

契約が成 疏していない以 ヒ,履 行利益の賠償はあり得ず,信 頼利益の賠償

に留まるといった通説的な考え方に,裁 判所は必ず しも拘束されていない。

とはいえ,現 実には,交 渉の不当破棄によって当事者が被る損害は,い わ

ゆる信頼利益に留まることが多く,逸 失利益の賠償を認ある場合でも,大

幅な過失相殺によって賠償額を適[Eな額 に縮減する処理がなされている。

最後に,裁 判所が交渉破棄責任を何責任と性格づけているのかについて

は,依 然としてよく分からないが,判 例の蓄積を通 じて,責 任の内容自体

がある程度固まってきていることは確かであり,こ れをうけてか,近 時の

判例では,交 渉破棄責任を債務不履行責任とも不法行為責任とも異なる

「契約締結 ヒの過失」責任 と表現するものが多い。 ヒ述 したように,契 約

の内容や交渉の段階に応 じて課される義務が変化 し多様であること,責 任

を認容するか否かの判断において,当 事者の交渉態度や相 手方に'Fえ る影

響など多彩な事情を 「且is'11な理山」 という要素で考慮に入れること,損 害

賠償の範囲は事案毎に柔軟に決定され大幅な過失相殺が行われることなど,

この責任が独特の判断構造をもっていることは確かである。 もっとも,義

務違反の態様の多様性,判 断の個別性 ・具体性 ・柔・欧性,過 失相殺の積極

的活川という点に着目すれば,債 務不履行責任というよりはむ しろ不法行

為責任の判断構造により近い。信義則 ヒの義務違反あるいは契約締結 ヒの

過失責任 といった 「第一三の責任」構成の増加によって数は若r減 らしてい

るものの,依 然 として交渉破棄責任を不法行為責任と構成する判例は出さ

れ続けている。また,契 約成立を非常に厳格に捉える判例の、γ場からすれ
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契約締結交渉の不'11破棄における責任(2)完

ば,債 務不履行責任はあくまで契約の成 、折麦に課されるべき責任であって,

契約締結交渉段階における責任とは厳然と区別されるべきものとなるはず

であるか ら,両 者は親和性を欠き,連 続的に捉えることは困難である。以

L一の点に鑑みれば,交 渉破棄責任を不法行為責任と1呼ぶか契約締結 ヒの過

失責任と1呼ぷか,そ の表現はともかくとして,不 法行為責任の一種として

性格づけることが最 もri然であるように思われる。 この考え方は,不 法行

為責任説の1三張に限 りなく近い。 もっとも,同 説が交渉破棄責任を契約責

任と仮託することの唯一の メリットとしてあげている独、/.的補助者の問題

は,必 ず しもメリットとはな らないことはすでに指摘 したとおりであり,

そうすると交渉破棄責任を不法行為責任 として性格づけることに全 く支障

はないことになる。

4最 高裁平成18年9月4日 判決な らびに最高裁平成19年2月27

日判決 の評 価

契約締結交渉 の不当破 棄の判例は,・kだ 交渉段階 に留 まって お り,不'II

破 棄 によ り発生す る損 害が少額 に留ま ってい ることが 多いという事案の性

質か らか,最 高裁 まで 争われ る ものはあ ま りな く,最 高裁判決 は全体 で7

件 しか存在 しない。 このよ うな中,近 年,'1三 成2年 以降久 方ぶ りに,相 次

いで2件 の最 高裁 判決が出 され るに至 った。 以 ドでは,3で 得 られた処理

準 則に照 ら して,こ れ ら2件 の最 高裁判決の特 徴や位置付けを検討 してみ

よ う。

4-1最 高裁平成18年9月4日 判決

(11事 案ならびに判旨

本件は次のような事案である。

Yは,Yの 大学構内に研究教育施設用建物を建築することを計画して
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文科省に補助金の交付 を巾請 し,'1`一成14年 初 春,有 限会社A建 築研究所

(以 ド,「A研 究 所」 とい う)に,本 件建物の 企画設計 を依頼す る ととも

に,補 助金の交付の決定が あ ったときには本件建物の設計監理を 委託 した

い旨の 巾人れ を して,ヒ 記決定 があ り次第1肖ちに本件建物 の建築 を始 め ら

れ る ように準備 を進 めて いた ところ,建 築 資材の輸 人,販 売 業を営 むX

は,'1`一成14年3月 中旬 匪1,A研 究 所か ら,本 件 建物 の壁面 に ドイツ製の

ガ ラスカー テ ンウ ォール(以 ド,「 本件建具」 とい う)を 使川す る計 画で

あるので設計に協力 して欲 しい との依頼を受 け,技 術的な検討 と見積 もり

作業を開始 した。Yは 補助金の交付 の内定 があ った ことか ら,'r成14年

4月1511頃,A研 究 所 に本件建物 の設計監理 を委託 し,A研 究所 は本件

建物の 基本設計を開始 した。 本件建物 の竣isは'r成15年3月 とr定 され

ていたが,こ れ に間 に合 うように本件建 具の納 入をす るため には,遅 くと

も'r成14年61J始 め 頃 には,本 件建具の形状,寸 法等の打 ち合わせや製

作図の作成等 の準備作 業を開始 し,同 年9月 始 めころには,ド イツのL場

で 本件建 具の製作 を開始す る必 要があ った ため,Xの 担 当 者か ら,こ う

した事情 の説 明を受 け,直 ちに建具の納 人等の準備作 業を開始す るこ とに

つ いてr解 を求 め られ たA研 究所 は,Yに おけ る本件建物 の建築 に関す

る担'11者 で あ る助教授に,右 肇情を説明 した ヒ,サ ッシ業 者に準備作業の

開始を依頼す ることおよび依頼後は別の業者を選ぶ ことがで きな くな るこ

とについてr解 を求めた ところ,1司 助教授はr解 した。なお,建 物建築1.

腕 こお ける建具の納人等 は,建 具の納人 業者が建物の施L業 者との問で ド

請契約を締結 して行 うのが通常 の形態で あるが,本 件建物の施1:は こ

の'置i時また決定 していなか った。A研 究所 か らYのr承 が あ った 旨の説

明 を受 け,直 ちに準備作 業を開始す るよ うに依頼 を受 けたXは,本 件建

具の製f乍図の本格的 な作成,打 ち合わせ,製 造 ラ インの確保等の準備作業

を開始 した。A研 究 所 は,,i;.成14年6月 中旬1¢1まで に基 本設計を,同7

月20日 頃 までに実 施設計を行 い,YのJ/`Lを 得 た。Yは 同月初旬頃,本
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

件建物の建築確認申請をする一方で,人 学施設増築および高度制限解除等

の許li∫を受けた。 ところが,Yは,}成14年8月271iに いたって,将

来の収支に不安定な要素があることを理山に,本 件建物の建築計画の中IL

を決定 し,補 助金の交付の巾請を取 り ドげた。そこで,Xは,本 件建具

の納人に関 して,XがYの 了解に基づいて準備作業を開始 した後にYが

ヒ記計1由1を中iLす ることは不法行為を構成すると}三張して,準 備作業に要

した費川等の損害賠償を請求 した。

第1審(東 京地裁平成16年7月1211)の 判断は次の通りである。

「本件においては,XとYと の間で1肖接本件建具の納人についての契約

が締結されたことはなく,ま た,そ れがr定 されていたとの事情もうかが

えないのであって,Xは,A研 究所の監理の ドに,Yと 施L業 者との問

で本件建物建築請負契約が締結された場合に,Xと 施1:業 者との間で本

件建具の納人契約が締結されることがr'i」_`されていたというに過ぎない。

しか しなが ら,建 築i:婁拝において使川することがrさ れていた建具につ

いて,注 文者と請負業者との間の請負契約の締結をまって製作 していたの

では竣i二に間に合わなくなるという特別の事情がある場合において,建 具

の納入業者となることが 」～定 されていたものが,注 文者のr承 を得た ヒで

建具の製作のための準備作業に着丁・したあとに,注 文者が注文者側の事情

により請負契約の締結を取 りやめたというときには,注 文者は,当 該建具

の納人業者が,請 負契約及び建具の納人契約が締結されるものと信頼 して

行動 したことにより被った損害を賠償する責任を負うものというべきであ

る」として,製 作図作成費,ド イツL場 への作業依頼に要した費川ならび

に海外出張費川の賠償を認めた。

これに対し,Yが 控訴。第2審(東 京高判'「成17年2月161Dは,

次のような理山でXの 請求をすべて否定 した。

「XY間 で本件建具の納入等についての直接の1清負契約が締結されたも

のではなく,ま たそのような契約の締結を目指 して交渉が重ねられたもの
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で もないか ら,Xは いずれYか ら本件建物の建築を請け負 う施L業 者と

の間で,本 件建具の納入等の ド請け契約が締結されることを期待する/_

にあったにすぎず,XYの 関係は,契 約締結のための準備交渉段階におい

て信義則が妥当する場合とは異なる。

また,A研 究所が,Xか らの説明 と要請を受けて,Yに 本件建具の納

入等の準備作業の開始について ∫'承を求めたものであること,Yが 以前

か ら,A研 究所の要請により,本 件建具の納人等の検討や見積もり作業

を行 っていたものであることなどに照 らす と,Xに よる本件建具の納人

等の準備作業は,本 件建物の施行業者が選定されるまでは,XとAと の

問の契約関係に基づいて行われたものと推認するのが相当である。そうす

ると,そ の後のYの 対応如何によって,直 ちにXのA研 究所に対する契

約 ヒの権利が害されるという関係にはないというべきであり,本 件におけ

るXの 損害はY研 究所との問で解決が図られるべきものである。

さらに,本 件では,YにXと の関係で本件建物の施行業者を選定 して

請負契約の締結をはかるべき法的義務があったとまでは認めがたい以 ヒ,

Yが 本件建物の建築計画を中[トしたことが,Xの 権利,利 益を害する不

法行為に該当するものとまではいえず,Yは 損害賠償責任を負わない。」

これに対 して,XはL告 。最高裁は以 ドの理山で原審を破棄し,賠 償

すべき損害の範囲について審理 させるため,原 審に差し戻した。

「本件の倒青の ドにおいては,XがAか ら準備作業に要した費用等につ

いてはAで 負担するとの説明を受けていたなどの特段の事情のない限り,

Xは,Yのr承 があったことから,Yが 誰を本件建物の施L業 者に選定

したとしても,そ の施n業 者との間で本件建具の納人等の ド請け契約を確

実に締結できるものと信頼 して,r記 準備作業を開始 したものというべき

であり,ま た,YはXが 準備作業のために費川等を費やすことになるこ

とをr見 し得たものというべきである。原審は,i:記 特段の事情に関 して,

Xに よる本件建具の納入等の準備作業は,本 件建物の施r業 者が選定さ
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

れるまでは,XとAと の間の契約関係に基づいて行われた ものと推認さ

れるか ら,本 件における一ヒ告人の損害は,Aと の間で解決が図 られるべ

きものであると判示 しているが,前 記事実関係だけか らは,Xに よる準

備作業が本件建物の設計監理を受託 したにすぎないAとXと の間の契約

関係に基づいて行われたものと推認することはできない。

そして,前 記特段の事情が認められず,Xが 本件建物の施L業 者との

間で本件建具の納人等の一ド請け契約を確実に締結できるものと信頼 して準

備作業を開始 したものであり,Yが ヒ記の通 りr見 を し得た ものとすれ

ば,信 義衡平の原則に照 らし,Xの ヒ記信頼には法的保護が与えられな

ければならず,YAにXと の関係で本件建物の施1二業者を選定 して請負

契約の締結をはかるべき法的義務があったとまでは認めがたいとして も,

L一記信頼に基づ く行為によってXが 支出した費川を補填するなどの代償

的措置を講ずることな くYが 将来の収支に不安定な要因があることを理

山として本件建物の建築計画を中il:することは,Xの ヒ記信頼を不'liに

損なうものというべきであ り,Yは これにより生 じたXの 損害について

不法行為による賠償責任を免れない。」

(2)本 判 決の特 徴ない し位椴付 け121

本 件 の特徴 は,F請 業者Xと 注 文者Yと が,元 来,II量〔接 に契約を締結

す る関係 にな く,XはYが 選 定 した元請業 者との間で ド請 負契約 を結ぶ

関係 にあ るに過 ぎない とい うこと,し か も,未 だ元請 業者が選定 され てい

ない段階 で,Yのr承 を得てXが 先行的準備行 為を行 ってい ることであ

り,典 型的な契約締結交渉 の不'11破 棄 の`拝案 とは大き く異なるが,こ れを

(21本 判 決 の 評 釈 と して は,旧 中宏 治 ・判 例 評 論583号18i'1,1'1'fi峻 ・金 商1256

号28頁,1司 ・民 商法 雑 誌136巻3361頁,丸III絵 美t・ 法 セ ミ629号123頁,

浅 井 弘 章 ・銀 行 法 務2151巻3号56il,野 目恵 モ・NBL853"S5Fji頁 が あ る。
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どう評価すべ きか。

一般 に
,ド 請 負契約 は,元 請 負契約 とは別個独 、γの契約 であ り,ド 請 負

人は注文 者と直接 の契約 関係 にLた ない と解 されているこ とか ら,注 文者

と ド請 負人との間で別途 直接 の契約 が締結 されない限 り,両 者間に契約 当

事者関係を認めるこ とはで きない。 この点 について,第1審,第2審 では,

XY間 に おいて,本 件建具の納人及 び取 り付 けT:事 につ いて直接 の請負契

約が締結 され た事実,あ るいはそのよ うな契約締結 を 「1指して交渉が 重ね

られ たとい う〔拝実 は認め られな いと認定 されて いる。XY問 が直接 の契約

関係 にな いこ とを理 山にYの 責任 を否定 したのは第2審 判決のみで ある

が,加 えて,第2審 判決では,建 具に関する準備作業は,そ れが本件建物

建築i二 事の施J二業 者に引き継 がれ るまでは,XとA研 究所 との間 の契約

関係 に基づ いて行われ た もの と認定 してお り,Xの 被 った損害 はYで は

な くむ しろA研 究所 が引 き受 けるべ きである としてい る。 しか しなが ら,

最 高裁判決で示 されて いるよ うに,A研 究所はYか ら本件建物の設 計監

理 を受託 したに過 ぎないのであ って,こ こか ら,元 請負人が選定 されるま

での問,A研 究所 がXと の 問で建具 に関す る ド請負契約 の'11`}堵 と なる

こ とを引 き受 けるこ とにな って いたとみる ことは難 しい。 仮にYA間 で,

A研 究 所 が ド請 負契 約の 当事者 と してXと の'且"rlllの交渉 に 当た るとい う

取 り決 あにな っていた とすれ ば,Xに 準備1`t=を 開 始 させ る ことについ

てわ ざわ ざYのr承 を得 る必 要 はないはず であ る。 む しろA研 究所 は,

建 具の納 入に関す る準備作 業開始 の必 要性 について,XY間 の や りとりを

仲介 したにすぎない もの とみ るのがIE確 であ ろう。 この ように解す ると,

A研 究所 はYの 履 行補助 者的な 、/_場にある者 と位r*E.;II1_付け ることが可能で

ある。

XY問 にll置〔接 の契約関 係が ない ことが,直 ちにYの 責任 を否定す る理

山にはな らない とすれば,次 に問題 とな るの は,XY問 の関係 をどのよ う

な もの と して位 置付 けるか,そ して,そ の関係にお けるYの 責任を いか
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2}完

に根拠づけるかである。 この点,次 の 通 りの考え方が可能であろう。一

つは,XY間 に契約交渉類似の関係があったものと見て,そ の類似性を理

山に,契 約締結交渉の不当破棄に関する従来の判例と同様の処理準則に基

づいて,Yの 責任をIE当 化す るというものである。 もう一つは,XY問 に

一般Ali民間の関係以Lの 特別な関係を見い出さないものであり,こ の場合

には,YがXに 財産的損害を与えたことに対 して,一 般的な不法行為規

範に基づいてYの 責任を正当化す ることになる。 この点,第1審 判決な

らびに最高裁判決では,ど のような判断がなされているのであろうか。is

意すべきは,第1審 ・最高裁判決ではともに,不 法行為に基づいてYの

賠償責任を認めているが,こ こか ら第1審 ・最高裁判決がXY間 の関係

を後者と捉えているという結論には必ず しもならないということである。

将来的にYと 直接契約を締結す る関係にないことに配慮 したためであろ

うか,X側 が請求根拠を不法行為1本 にしぼっていることか ら,裁 判所

としては責任を肯定するにしても不法行為を根拠 とせざるを得なかったと

みることは ト分可能だか らである。 したがって,判 例iど のような表現が

川いられたかに拘泥せず,実 質的な審理の過程で,裁 判所がXY間 の関

係をいかなるものと捉えているのかを検証 していく必要がある。

まず,第1審 ・最高裁判決は,本 来,XはYが 選定 した元請業者との

間で建具の納入契約の交渉が始まるまで,準 備作業を開始すべきではなく,

元請業者が未だ選定されず,そ れゆえ元請業者との問で納入契約を締結で

きるかどうかが確定的でない段階で準備作業を行ったとしても,そ れはX

の一方的な思惑のもとになされたにすぎない先行投資であって,そ の リス

クは出捕者たるXrl身 が負担すべきであるという基本fl`J発想を出発点と

しており,こ の限りでは,責 任を否定 した第2審 判決の考え方と何 ら変わ

るところはない。その ヒで,第1審 判決は,Yと 元請業者との問の本件

建物の建築請負契約の締結を待って本件建具を製作 していたのでは竣Lに

間に合わなくなるという 「特別な嘱情」の存在を認め,こ のような'1}情に
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基づいて,元 請業者が未定の段階でXが 準備行為に着手することにつき

Yの 「r承 」を得ており,Yが 請負契約の締結を取 りやめたいという理

山が 「Y側 の'ド情」によるときに限り,YはXの 出摘に対 して責任を負

うとしており,本 件事案の特殊性を強調した事例判決的な構成をとってい

る点に特徴がある。 さらに,第1審 判決は,YはXが 「請負契約及び建

具の納入契約が締結 されるものと信頼 して行動 したことにより被った損害

を賠償する責任を負う」 と判示 しているが,こ こでは,Yと 元請業者と

の間で結ばれるr定 の請負契約と,元 請業者とXと の間で結ばれる予定

の建具の納入契約とが,本 来当事者を異にする別個独 、アの契約であるにも

かかわ らず,一 連の契約として一体的連続的に捉えられている点に特徴が

ある。XY間 に元請業者を介 してrさ れた:つ の契約を連続的にとらえ

ることにより,XY間 にll三〔接の契約交渉類似の関係を見いだ し,Yの 一方

的交渉破棄によりXに 生 じた損害をYに 帰責させることを可能にしてい

る。元請負契約と ド請負契約は親亀 チ亀の関係にあり,判 例i,ド 請負人

は注文者との関係では元請負人の履行補助者的地位に、アつ と考えられてい

ることか らすれば:4!,元請負契約と ド請負契約を一体的に捉え,注 文者と

ド請負人との問に契約交渉関係類似の関係を見いだす ことは ト分に可能で

あろう。ただし,XY間 にこのような関係を見いだせたとしても,元 請業

者が未だ決定されていない本件において,:つ の契約は現実にはまだ連結

し得ていないのであるか ら,Xの 先行的準備行為への着手が正当化され

るためには,ヒ 記の特別な事情の存在と,Xの 先行的準備行為へのT

に対するYのr承 の存在は不可欠の要件とみるべきである。

最高裁判決の判断構造 も,第1審 とほぼ同様であるが,Yのr承 とい

う行為が,XのF請 負契約の締結に対する強い信頼を生み,Xに 先行的

(3)最 判'F成5年10月19日 民 集47巻8号5061頁 。
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準備行為にT一 させる原因を与えた要素として重視されている点,Yの

r承 によってXが 右準備のために費川を費やすことになることの予見II∫

能性をYに 要求 している点,貢 任の根拠として信義衡'ドの原則を掲げて

いる点で,若 「異なる。本来,XYは 直接の契約関係に 、γつ当事者ではな

く,い わゆる契約締結 ヒの過失が問題となる場面ではないところ,本 件の

ような場合に限り,特 別に契約交渉関係類似の関係に　%.つものとして取 り

扱 うわけであるから,Xの 損失をYに 帰責するための要件は,直 接の契

約交渉当事者の場合に設定されている要件よりも厳格であって しかるべき

である。本件の特殊な⊆拝実関係において,Yのr承 を得ているというこ

とだけでなく,Xが 準備行為に伴い費川を支出することになることをY

がr見 できたことが,Yに 帰責する要件 として付け加え られたことは,

判決の射稚が無制約に広がることを防 ぐ意味で妥当であるといえよう。ま

た,信 義衡'1'一の原則については,い わゆる契約締結1:の 過失論でいわれる

ところの信義則とは敢えて違 う表現がとられたものと理解することも"∫能

であろうが,本 件の当事者が直接の契約交渉関係にないという特殊性に鑑

み,こ のような表現を川いたにすぎず,そ の内容とするところは実質的に

信義則と変わりはないと理解することもできるのではなかろうか。

以iよ り,第1審 ・最高裁判決は,本 件の特殊「1`情に鑑み,XY間 に契

約交渉関係類似の関係を認め,こ こに不"i破 棄責任の論理を(類 推)適 川

しようとしたものと見ることができるが,次 にその具体的な処理の仕ノ∫を

見てみよう。 まず,Yの 責任の根拠となる行為義務は,Xが 契約締結を

信頼 した結果被った損害の填補義務 とされてお り,そ れ以Lに,Yに は

損害発生を回避するために一定の措置をとるべき積極的な行為義務が課さ

れているわけではない。本件において,Xに 損.,ritが生 じないようにする

ためにYが なすべき行為義務を想定す るとすれば,Yが ある元請業者と

本件建物の建築請負契約を締結 し,そ の元請業者に対し,Xを 本件建具

の納入業者とすることを指定 しなければならない義務ということになろう
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が,Ii'{接の契約関係に、γっているわけでもないXと の関係で,Yが 第 こ

者との契約の締結を強制されるということは,契 約自由の原則との抵触が

甚だしく,こ のような法的義務を認めるわけにはいかないことは最高裁判

決にも示されているとおりである。とはいえ,Yがr承 を与えたことがX

を先行的準備行為へと着手させた決定的要因となったことは事実であり,

しかもYが こういう事態になることを ア見できた以 ヒ,結 果として発生

した損害はY白 身が引き受けるのが衡'rで ある。このような考慮から,Y

に課される義務は結果として発生 した損害の填補義務に留められたものと

思われる。IE当 な理山については,将 来の収支に不安定な要因があるとい

う理由が,Yの 建築計画中止を正当化する理山としては認められないと

されており,こ れは,採 算が取れないという交渉破棄者側の事情がil:"な

理山に該>L1しないとする不当破棄責任の処理準則に合致する。 さらに,損

害賠償の範囲については,最 高裁はその判断を高裁に差し戻 しているが,

おそらく第1審 判決と同様の判断がなされるものと思われる。 この点,第

1審 判決では,損 害賠償の範囲は,Xが 先行的準備行為に伴 って出絹 した

費川の範囲に限定されてお り,か つ慰謝料請求も認められていないが,こ

れもL記 処理準則の通 りである。

以1.か ら,本 判決は,契 約締結交渉の不1破 棄事例の処理準則を,た と

え契約当事者となることがr定 された関係にない当事者間においても,本

件のような事実関係に基づいて契約交渉類似の関係が認められる場合に限

り,拡 張適川できることを1リ1らかにした事例的判例として位置付けること

ができよう1㌔

(4)こ れ に対 して,本 判決を,XY間 を一・般市民間の関係と捉えたうえで,ll瀬 を

惹起した者は,相 丁一/;が契約交渉の当'1堵 であろうとなかろうと,そ の信頼に基

づいて支出した費川を賠償する不法行為責任を負うことを判示したとものと捉え

る評釈がみられるが(前 掲注(2〕・川中言・1ξ釈参照),こ のような理解は適切ではな
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4-2最 高 裁平成19年2月27日 判 決

(D事 案 な らび に判 旨

本件は次 の ような事案で ある。

ゲー ム機等 を販売す るAは,平 成8年 頃か ら,「 パ イゴ ウ(牌 九)」 と

い うゲームに使川す る牌を 自動的 に整 列させ る装 置(以 ド 「本件装置」 と

い う)お よびそのrl用 牌(以 ド,本 件装 置と併 せて 「本件商品」 とい う)

を 開発で きる業 者を探 してお り,平 成9年4月23日,Bを 通 じてYに 対

し,本 件商 品を開 発す る業 者を 手配 し,Aに 対 して 本件商 品を供給 す る

ことを 委託 した。 これを受 けてYは,同 年5月,Xに 対 し,本 件 商品の

開発 可能性 について打診 した ところ,Xは,"∫ 能 であ ると判断 し,開 発,

い。契約 臼由の原則によれば,最 終的に契約が締結されるまでは,理 由の如何を

問わず,い つでも交渉を打ち切ることができるはずであ り,そ の態様が不法行為

を構成するほどの強い違法性を有しない限り,そ れに対 して責任を問われること

はないはずであるところ,契 約準備段階にはいると,交 渉当事者は信義則の支配

する緊密な関係に立ち,おrい に相手方の人格や財産を侵害 しない信義則Lの 義

務を負うというべきであるか ら,朴 にト方に契約成航の信頼を抱かせながら正'11な

理 由なく交渉を打ち切った場合には,こ れにより相手ノ1が被った損害を賠償すべ

き責任があるとするのが,い わゆる契約締結上の過失理論である。'`i者 間に契

約交渉関係が全く認められないところでも同様に,一 方が相手方の信頼を惹起 し

た以 ヒ,そ の信頼の結果発生 した損害を賠償しなければならないということは,

契約自由の原則と著 しく抵触 し,本 来取引活動を行うi三体に認められているはず

の行動の白由を大幅に制約することになろう。本判決がそのような意図でなされ

ているとは到底考えられない。 この点,XY問 に契約関係類似の関係を見ること

を否定 した第2審 判決では,Yが 施工業者との問で元請契約を締結すべき法的義

務があったとは認められない以1:,Yが 元請契約を締結 しなかったことがXの

権利,利 益を害する不法行為に該当するものとまでは認め難いとしており,一 般

的な不法行為規範をそのまま適川 してYの 責任を肯定することが困難であるこ

とが示されている。
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製造等 の発注 があれ ば これ を受 け るこ とと したため,1司 年6JJ,Aの 代

表 者C,Yの 担 当者D,Bの 代 表 者との間で,開 発費を最終 的にA側 が

負担す る こと,少 な くとも本件装 置1000台 の取 引を[」標 とす る こと,本

件装 置はカ ジノで使川 され るため,長 時間の連続稼働が 可能 な耐久性が必

要で あることなどを確認 した ヒで,本 件商品 の開 発に着手 した。

Xは'f`一成9年8月6目,本 件装置の試作P}機 を完成 させ,こ れをC・

Dら に示 し,動 作確 認を経て,開 発続 行が合意 された。XはC・Dか ら,

開 発 に係 わる見積k_T.1.1の提 出を要請 され たが,本 件 商品 の直接の取 引相 手は

Yと すべ きである と考え,同 」」1811,Yに 対 し見積 書を交付 した。 これ

を受 けて,Yは,開 発費 を9月 末 目まで に支払 う旨をlI頭 で約 した もの

の,Yと の間で 本件 商品のll目発にかか る契約 書を交わ したい とい うXの

要望には応 じなか ったので,不 安 を感 じたXは,同 月11日 開 発作業 を一一

次 的に 中ILさ せた と ころ,Dは 同月24日,Xに 対 し,Yが12月811に

開 発費 を支払 う旨が記 載 された支払確 認11業を交 付 した。

'r成9年10月
,Aの 会 長EがXを 視察 に訪 れたが,試 作2}}機 が う

ま く作動 しなか ったため,Eは 川意 して きた開 発費 を支払 わなか った。 そ

の後,C・E・X・Dに よる協議 が行われ,A側 か ら処理速度 の短縮等 に

つ いて改良 の要望が出 され,同 年12月 ま でに改良が完成 しなければ,取

引を白紙 に戻す こと等の意向が示 され,Xも これをr承 した。その後,X

は 試作2号 機の処理速度 の短縮等を行い,C・Dと もこれを確認 して 承認

した ことか ら,本 件装 置の開 発続行が決 ま ったが,Cか らXに 対 し,更

に安定性 と耐久性 についての改良が要請 された。

Xは,'F成9年11月,Yに 対 し,Xが 開 発費を負担す ること,專 川牌

の金型代 金は,牌 の販売利 益に よって償却 す るこ とお よび本件 装置1000

台 以 ヒを受注す る ことを条件 と して,本 件装 置の代金を1台20川 りとす

るこ とな どを内容 とす る見積rl芋を提 出 した。Dは,Xに 対 し,12月 始 め

に契約 の と りま とめを行 う意向を示 した ものの,約 来の 目にXら に何の
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連 絡 もせ ず,そ の後 もXと の契 約締結 について明確 な態度 を取 らなか っ

たたあ,XはBの 仲 介によ りYのt務 取締役Fと 会談 した ところ,Fか

ら,こ こまで きた らYと して も本件商品 の取 引を実現 させ る しかない と

の意 向を示 され た ことか ら,Yと の間で契約 が締結 され る ことを信頼 し

て,開 発 を継続 させ るこ とに した。

しか し,そ の後 も,Dは,本 性装置1000台 の 購 入を確 約す るこ とはで

きず,具 体的 な発注 書を 出す こと もで きない との意 向を示 したた め,X

は 本件商品の開発,製 造 を続行す るには銀行 か らの融 資が必 要であ り,そ

のため にYか らのiE式 な 発ri.;rが 必 要で ある と して,Yに 対 して発注 書

の発行を 要求 した。 これを受 け,Dは 同月2611こ ろ,Xに 対 し,YがX

に 本件装 置200台 を 発注す ることを提案 し,本 件装 置を且1式に発注す るこ

とを 日頭 で約 した。Yは'r成10年1月21日,発 注 書 と題 す る評事面を作

成 しXに 交付 した。 そ こに は,XY問 の 合意 内容 と して,Xに おいて本

件装置1000台 以f一お よびその専用牌を継続 して販売す ることをIl標 と し,

専川牌の金型代 金は,牌 の販売利 益で償却 す ること,本 件装 置100台 を1

台26万 円,専 用牌7万 組 を1紐1500円 で 発注す るこ と,iE式 な売 買契約

,1}は後 日作成す る こととの記載が なされて いた。 また,CもDと の交渉

において本件発注 書記載の取 引条件 をr承 し,YA問 に おいて も同 日付で

同内容 の覚 書が交わ された。 もっと も,XY間 で 本件商ll11置に ついて具体的

な納期 は定め られず,そ の後 もYはBを 経 山 して取 引 した いとの希望を

伝え,Yと の直接取 引を求め るXと の間で折衝が続 けられ た。

Xは,Cか ら 要請 された作 動ll:の 低 減化 と軽 量化の改良 を終 え,Dの

承認を得て,本 件装置 は 量産 機 と して基 本r白に完成 した。 そ して,Xは,

本件装 置の部品の うち,納 人 に2ヵ 月 を要す るモーターを始 あ,本 件装 置

100台 分 の部品等を外 部発注 し,本f牛 商品の 量産 に備 えた。 しか し,そ の

後 もYは,Cか ら具体的 な発注が ない ことを理 山に,Xに 対 して納人 ス

ケ ジュール等を示 さなか ったため,XはYの 対応 に憤慨 し,同 年6月4
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fl,本 件 商品の契約締結 の見込 みが 、kたないのであれば,本 件商品の開発

に これ以 ヒ時 間 と費用 を費やす ことはで きな い旨を伝え た ところ,Yは

同月16日,Xに 対 し,条 件 提示 書を送 付 し,'r成10年7月 か ら㌔i勺戊11

年4月 まで の10ヵ 月間 本件装 置を'rq:Jl30台 発 注す ること,そ の単価 を

30川ilと す る ことな どを内容 とす る提案 を した。Xは,Yの ヒ記提案 を

本件 商品 の増 加 発注お よび納 入 スケ ジュールの提 示で ある と考え,'ド 成

101`-6)117il,単 価 を401fl'1と したい 旨を回答す るな ど して,以 降,X

Y問 で 条件交渉が続 け られ た。

Xは'r成10年6月 末 までに本件装置の 量産 機の開発 を終 え,Cか らも

r承 を得,専 用牌を製造す るため に必 要な金型2台 を完成 させ,本 件装置

の 最産機30台 お よび 厚川牌3600組(以 ド 「7月 分商品」 とい う)を 製造

して,Yの 指示 した場所 に搬人 し,Yの 意 向に従 い,Bあ て の納 品 書お

よび請求 菩を発行 した。 さ らにXは,同 年8月,量 産機30台 を製造 した。

本件 製品 の販売 につ いて は,X・Y・A・Bの 間 で,X→B→Y→A

と いう経路で商品を販売す るとい う取 引の流れが合意 され,同 年7月1日,

「牌九 の条性 合意 一xF-1」を 作成 し,本 件装 置の 単価 を30万 円または31万 円

とす ること,導 用牌のilt価 を16001'1と す ること,代 金は'量i該月に納 人 し

た分 につ いて 当該月内 に支払 うことなどを最終的 に合意 し,1司 川liに,4

者 間 で契約(以 ド 「4社 契約 」 とい う)を 締結す る ことを合意 した。 その

後,4社 は,契 約 の 具体 的な条項 を検 討 し,同 年8月1711ま で に案 文が

完成 した。 同案 文 には,XはAの 発案の ドで本件商品を開 発,製 造す る

位 置を,BはXか らYに 取 り次 ぎ供給す る位置を,YはAに 本件商品を

販売す る位置 を,Aは 本件 商品 の発案 委託 者 と して総 販売代理 権 者の地

位 をそれぞれ取得す る こと,4社 契約締 結の月か ら10ヵ 月間,毎 月30台

の取 引を行 うこと,本 件商品の仕様,販 売価格等が1氾載 されていた。

'r成10年8月17目
,4社 契 約締結 のため,X担't,D,CがBの 事

務所 に集 ま ったが,Cが 突然,既 に製造済 みの60台 を含 めて本件装置の
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契約締結交渉の不当破棄における責任{2)完

テ ーブルへ の取 り付け位置を約5セ ンチ低 くす ること,牌 の投入 口を広 く

す ることな ど仕様変 更を要求 したことか ら,同 日は4社 契約 の締結 に至 ら

なか った。XはCの 要求 に応 じるため には,本 件装 置の 内部の構造変 更

が必 要であ り,基 本設 計か ら修ii三す る必 要が ある と判断 し,同 月18iiの

再交渉において,ヒ 記 要求 を拒絶 したが,Cは 仕様変 更が され なければ商

品 と して通 用 しな いとi三張 し,Dもi記 要求 に従 って検 討す る こともや

むを得 ない との態度 を示 したため,4社 交渉 は決裂 した。 同月191i以 降,

X担'11者 は,i記 要求 に応 じる方向で検1討を行 うとともに,Y,Bと の 問

で4社 契約 に向 けた交渉 を続 けた。

Xは 同年9月16【1を 支払期限 とす るr一形の決済 に7月 分商品 の代金を

'11てる ことをr定 していた こ とか ら
,Yに 対 し,納 入済み の本件商 品の

現 金化 を懇請 した ところ,DはCに 対 して7月 分 商品の購 入代金の 支払

いをr承 させ る とと もに,Yが これを取 り次 ぐのでは な く,取 引関係 の

あるGに,CとXと の関係の取 り次 ぎを依頼 し,そ の承諾を得 て,Xに

対 してGあ て の納 人 書お よび請求 書を発 行するよ うに指示 した。 そ して,

Gは,同 年9月1411,Xに 対 し,ヒ 記 手形 の決 済に必 要な金銭 を支払 っ

た。Gは,11d月17日,Xに 対 し,7月 分 の商品に関 し,GがYの 業務を

代行す る形で取 引の 当事者とな った旨を記載 した覚 井を送 付 し,こ れ にX

の 署名が得 られた時点で7月 分商品 の残代 金を支払 う旨の連絡 を したが
,

Xは,Gが71J分 商 品の取 引の'璽1事者となる ことに納 得せず,同 月18日 ,

Yに 対 し,本 件 発注lf}に 記 載 された100台 お よびその 導川牌の売 買契約

および10ヵ 月間,本 件装 置を毎Jl30台 ず つ発注す る旨の基 本契約(以 ド

「本件 基本契 約」 とい う)が 成 、アしていた ことを前提 に,開 発費や納入済

み の本件商品の代金等の 支払 いを求 める とともに,不 払 いの場 合には,Y

の 債 務不履行 を理 山 と して,本 件装 置100台 の うち未製造40台 およびそ

の 専川牌についての売買契約および本件基本契約を解 除す る旨の通知を し,

そ の後,XY間 の4社 契約 を前提 とす る交渉は最終 的に決裂 した。
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そこで,Xは,i三 位的に,f.記 売買契約および本件基本契約の債務不

履行を理山として,r備 的に契約準備段階における信義則 ヒの注意義務違

反を理山に,Yに 対 して損害賠償を求めた。

第1審(東 京地裁'杓戎14年10月281i)は,基 本契約の成 、γを否定 し

たが,r'備 的請求については,基 本契約の締結が確実であるとの信頼を与

えておきなが らこれを裏切ったものであり,Yの 行為は契約締結 ヒの信

義則に著 しく反するものであるとした ヒで,交 渉決裂の時点では基本契約

の案文が確定され,あ とは調印するのみという状況に至っていたのである

か ら,「基本契約が締結された場合に準 じ,基 本契約から生じるであろう

拘東力の範囲での損害賠償を認めるのが条理にかなう」 として,商 品の開

発費用や既に納入 した分の代金額を超えて,逸 失利益の賠償まで認めた。

これに対し,Yが 控訴。

原審(東 京高判'r成17年1月2611)は,基 本契約の成 立を否定した1-,

以下のようにr備 的請求も棄却 した。

「本件4社 交渉において4社 契約が締結 されるに至らなか ったのは,C

が時期に遅れて新たに本件装置の改良を要求 したためであり,Yが,Cの

本件商品の買受を承諾 しないのに,Xと の間で本件商品の売買契約 を成

、アさせるわけにはいかない立場にあったのであるか ら,YがXと の間で,

本件基本契約を締結するに至らなかったとしても,信 義則に違反するとま

では認められないし,4社 契約が締結 に至 らなか ったことについて,Cの

行為をYの 行為と同視することもできないか ら,Yに 責任があるという

ことはできない。また,XYと も,Cか らの改良の要求により本件4社 交

渉が決裂 した後も4社 契約の締結に向けて努力する意向を示 していたにも

かかわらず,4社 契約が締結に至らなかった原因は,Xが7月 分商品の買

1三がGと されることに不満を持ち,Yに は4社 契約または本件基本契約

を締結する意思がないものと考え,Yに 対し,契 約解除の通知をしたこ

とによるものである。 しか し,Gは,7月 分商品の売買契約に限って買i三
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契約締結交渉の不当破棄における責任{2)完

に な った もの にす ぎず,Xも,Gか ら代金 の一 部の支払 いを受 けていた

ので あ って,Yの 対応 が特 に信義 則 に違 反す る もの とはいえ ない。 した

が って,XがYに 対 し,Yが 契 約 の締IIIを 拒 否 した こ とを理 由と して損

害賠償 を請求 す ることはで きな い。」

これ に対 してXが ヒ告。最 高裁は次の ように判示 した。

「Xは,Yと の 間で本件 商品のrf発,製 造 にかか る契約 が締結 されず に

開 発等 を継続 す るこ とに難色を示 していた ところ,Yは,Xに 本 件商品

の開 発等を継 続 させ るた あ,Aか ら本件 商品の具体 的 な発注を受 けて い

ないに も拘 らず,YがXと の間 の契約 の'亘1事者にな ることを 前提 と して,

r成9年12月26日 こ ろ,Xに 対 し,本 件装lli200台 を 発注 す るこ とを

提案 し,そ れをd三式に発注す る旨をlI頭 で約 し,,.f成10年1月211iに,

本 件装 置100台 を 発注す る旨等を記載 した本件 発注 書を送付す るな どし,

こ のため,Xは,本 件装 置100台 お よび 劇fl牌 の製造 に要す る部品を 発

注 し,専 川牌 を製造 するために必 要な金型2台 を完成 させ るなど,相 応 の

費川を投 じて本件商品の開発,改 良等の作業を進 め,7月 分商lllllを製造 し,

これをYに 対 して納入 したとい うのである。

これ らの 事実関 係 に照 らす と,Yの ヒ記 各行為 によ って,Xが,Yと

の 間で,本 件基本契約 またはこれ と同様 の本件 商晶の継続 的な製造
,販 売

に係 る契約 が締結 され ることにつ いて強 い期待 を抱 いていたこ とは相"iの

理 山があ る とい うべ きで あ り,Xは,YのL記 各行為 を信頼 して,相 応

の費川 を投 じて ヒ記 のよ うな開発,製 造を した というべ きで ある。

そ うす ると,Yは,一 面で原審 が指摘 す るよ うな 、膣五場 にあ った と して

も,Aか ら本件 商晶の具体 的な発注 を受 けて いない以L-,最 終 的 にYと

Aと の問の契約 が締結 に至 らな い可能性 が相'i1程 度 あるに もかか わ らず,

ヒ記 各行為 によ り,Xに 対 し,本 件基本契約 または4社 契約 が締結 され

ることについて過大 な期待 を抱 かせ,本 件商品の開発,製 造を させた こと

は否定 で きな い。 ヒ記'拝実関 係の ドにおいて は,Xも,Yも,最 終li勺に
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契約 の締結 に至 らない 可能性 があ ることは,1然 にr'測 してお くべき こと

であ った とい うことはで きるが,Yの ヒ記 各行為 の内容 によれば,こ れ

に よってXが 本件 商品の開発,製 造 まで至 ったの は無理 なか らぬ ことで

あ った とい うべ きであ り,Yと しては,そ れによ ってXが 本件 商品の開

発,製 造 まで に至ることを ト分認識 しなが ら ヒ記 各行為 に及ん だというべ

きであ る。 したが って,Yに は,Xに 対す る関係で,契 約準備段 階 にお

ける信義則 ヒの注意義務違反 があ り,Yは,こ れ によ りXに 生 じた損害

を賠償 すべき責任を負 うとい うべきである。 本件4社 交渉は,Cが 新たに

改良を 要求 したこ とに端を発 して決 裂 し,そ の後のXとYと のや りとり

の中で4社 契約の締結に向けた交渉が最終ri勺に決裂 した ものであ るが,L一

記交渉 決裂 のi三た る原 因は,Yに 本件商 品の開 発業者の 手配 を委託 し,

終 始Yに 本件 商品の開発に関す る指示を して いたAの 代表 者で あるCが

時期 に遅れ た改良 要求 を した ことにあ るとい うべ きであ り,Xに も ヒ記

交 渉決裂 の責任の一端 が ある と して も,ヒ 記交渉決 裂の経緯 は,Yの ヒ

記責任 を免 れ される ことにはな らない。」

(2)本 判決の特徴ない し位置付け1、1

本判決は,第1審 から最高裁まで,責 任の認定に関 して判断の変化が見

られる点で非常に興味深いが,最 高裁判決そのものは,こ れまでの判例の

流れに沿った内容となっている。

まず,本 件では,基 本契約の案文が確定され,あ とはこれに調印するの

みという,契 約締結の一歩手前の段階にあったにもかかわらず,裁 判所は

いずれも一貫 して契約の成 立は否定 しており,契 約成立の判断については,

従来の判例と同じく非常に厳格な態度が見て取れる。 もっとも,第1審 で

(5)本 判 決 の 評 釈 と して は,野il:充 ・NBL855}}14頁,高1H淳 ・法 セ ミ630}}

114頁 が あ る。
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契約締結交渉の不当破棄における責TT121完

は,契 約締結交渉がこのような段階にまで至っていたことを重視 して,

「このような段階においてはもはや,同 案文の内容に従った基本契約の締

結を拒否することは信義則1:許 されないというべきであるから,);本 契約

が締結された場合に準 じ,基 本契約から生じるであろう拘束力の範囲内で

損害賠償を認めるのが条理にかなう」 として,逸 失利益の賠償を認めてい

る。 しかも,原 告の契約締結拒否は非難できないとしており,過 失相殺も

していないことから,損 害賠償の内容に関する限り,契 約責任を認めたの

と実質的に同じ結論となっている点が注目される。第1審 判決は第2審 判

決で覆されたが,更 に第2審 判決を破棄差戻 して,再 び信義則 ヒの責任を

認めた最高裁判決では,損 害賠償の範囲については審理されていないもの

の,「Xに も交渉決裂の責任の一端がある」 ことが指摘されていることか

ら,仮 に差戻審で逸失利益の賠償が認められた として も,Xの 過失を理

山に大幅な過失相殺がなされる可能性は高い、,

認定されている行為義務の内容について,第1審 判決では,契 約締結の

ll}〔前の段階である以L,契 約締結を拒否することは信義則 ヒ許されないと

判示 していることか ら,「契約締結 に努めるべき義務」の違反が認定され

ているものと見ることができる。 これに対 して,Yは 契約が成、アしなかっ

たi三たる原因は第 モ者たるCに あると反論 しているが,第1審 裁判所は,

Yを,Cの1渚 要求をXに 実質的に伝達する役割を担っていた者と評価し,

量産機の完成までにそれ以 ヒの改良要求事項がないかを確認すべき義務を

負っていたというべきであるとして,突 然の仕様変更を要求 したCの 理

不尽な行為は,XY間 においては,信 義則LYの 行為と同視すべきであ

るとしている。 この理論構成は,ま るでCをYの 履行補助者のように捉

えているようにみえる。 しか しながら,本 件の場合,商 品の実質的な売買

契約の'11事者はCとXで あり,Yは この契約を媒介する者に近いことか

らすれば,む しろYこ そがCの 履行補助者的地位に、/_つ者であること,

また本件では,少 な くとも形式 ヒはXと の関係でYはiE式 かつil°〔接の契
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約 当事者で ある こと も考え合わせ る と,履 行補助 者論を もってCの 行為

の責任 をYに 帰属 させ るこ とは難 しいであろ う。 この こと もあ ってか,

第2審 で は,Yに つ いて 「契 約締結 に努め るべ き義務」 の違反 があ るか

どうかの判断 について,第1審 と1司じく,Cの 行為が契約締結に至 らなか っ

たi三た る原 因 と しなが ら も,Cの 行 為をYの 行 為 と同視す る ことが でき

ない と した第1審 の理 論構成 を否定 し,ま たY自 身の交 渉態度 も不誠実

さが 見 られな い と して,Yの 義務違 反を認 めなか った。 ところが,最 高

裁では,Cの 行為が交渉決裂のisた る原因であ ることを認めなが らも,一

方で,Yの 責任 を判断す るに当た って,「 契約締結 に努 めるべ き義 務」 と

は別の義務を設定 して いる。す なわち,Cか ら商品の具体的発注を受 けて

い ないに もか かわ らず,YがXに 対 し,本 件装 置200台 の 発注をif:式 に

口約 束 し,発 注 書,条 件提示 井を作成 交付 したこ とが引きiと な って,X

は費川 を投 じて商品の開発,改 良等の作業を進 める こととな った と判断 し

てい ることか ら考えて,最 高裁はYに ついて 「誤解 を誘 発す る行為 を避

けるべ き義 務」 の違 反を認定 した もの とみ ることがで きよ う。 そのiで,

交 渉決 裂のi三た る原 因がCの 行為にあ るとい う事情 が,Yに 義務違 反が

あ って もな お,Yが 契約 締結 を拒 否 した ことにつ いてのll三当なPl'_fJ1とし

て評価 で きるか が判断 されてお り,最 高裁 はこれを否定 してYの 責任 を

認 めたもので ある。 第 三者の行為 によって契約成 ㍍が阻害 され た場 合に,

責任 を否定 した判例 はあ るが(否 定 判決8),そ の5ド案では,第 三者が 交

渉破 棄者 とはL-.く 関 係を持 たない場 合であ った。 これに対 し,本 件では,

Yは 実質的な売 買契約の'置i事者たるcx問 を媒 介す る者で あ り,Cの 諸要

求をXに 伝達す る役割を担 って いた関係にあ って,Cの 動 向はYの 全 く

ア測で きない ところで はないはず であ るか ら,第 渚Cの 行為 に交 渉決

裂の原因 があ るとい う事j誓情がYの 責任を 否定 す る理 山 として機能 し得な

か った もの と考え る。

以 ヒみたよ うに,本 判決は,交 渉破棄 者に対 し,誤 解を誘発す る行為を
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

避けるべき義務の違反を,交 渉の経緯や当事者の「働 に基づいて認定 した

Lで,契 約を締結 しなかったことについてのd三当な理山が認められないと

して賠償責任を認めたものであり,そ こに見られる判断構造は,従 来の判

例そのものである。本件の特徴は,交 渉決裂の1三たる原因が第 三者にある

という点にある。 当事者と全 く関係のない第 こ者が契約成 、玩を阻害 した場

合に,責 任を否定 した先例があるものの,本 件にいう第 こ者は,4社 間に

おける継続的商品製造販売業務提携契約の当事者の1社 であ り,し か も交

渉破棄者とll董〔接の関係を有するものであることから,そ の意味で先例と同

種の事案であるとはriい 難い。第1審 は交渉破棄者と第 こ者とのこのよう

な関係を捉えて,第 モ者の行為を交渉破棄者の行為と同視するという理論

構成で,交 渉破棄者の責任を導き出しているが,こ の理論構成が困難であ

ることはL.述 したとおりである。そこで,最 高裁では,別 の行為義務を設

定 して交渉破棄者自身の義務違反を認定 したL,第 渚 の行為という1}'1'r'

をIE当 な理山の判1析に取り込んで,結 果的には責任を肯定 したものである。

このように,本 判決は,第 モ者の行為により契約が成 、/_しなかった場合に,

それが責任の判断にいかなる形で影響を及ぼすかについての,新 たな`掛列

を付け加えるものとして位概付けることができるであろう。

5結 びに代えて

契約締結交渉の不'11破棄をめぐって展開されてきた 「契約締結 ヒの過失」

理論は,こ の問題が裁判 ヒ初めて争われてから40年 の間に,様 々な形で

解釈適川され,そ の類型はほぼ出尽 くしたとiiっても過言ではない。また,

判例の蓄積を通 じて,責 任の内容や具体的な処理準則が相'11程度1・叢4まって

きていることも確かであ り,今 後 もド級審 レベルでこの処理準則に即 した

形で個別具体的な判断が蓄積されてい くことがr想 されるし,時 代の変化

によって微調整は加えられるであろうが,こ の処理準則自体が根本的に覆
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されることはおそらくないであろう。また,以 後,こ の問題が最高裁まで

争われるとすれば,4で 紹介 した2つ の最高裁判決のように,「 契約締結

ヒの過失」理論の外延を画するような限界的事例において,同 理論をどの

ように(類 推)適 川していくか,と いう形で問題になるものと思われる。

最後に,こ れまでの分析を踏まえて,契 約締結交渉の不当破棄責任をい

かなる法的性質を有するものと解するのかに関する一定の私見を示して,

結びに代えようと思う。

この問題について,判 例がどのような見解に、γっているのかよく分から

ないことはL一述したとおりである。判例は,契 約締結交渉の不当破棄責任

の法的性質を総称して何責任と1呼ぶかということにあまり関心がない。む

しろ,個 別具体的な事例においてどのような内容の行為義務を課 し,義 務

違反をいかなる要素を踏まえて認定 し,そ の結果としていかなる範囲の損

害賠償をさせるべきかという,判 断の具体性 ・妥'"i性に重点が置かれてお

り,各 判決間の一貫性や整合性はあまり意識されていないのである。もっ

とも,こ うした個別的な判断の集積によって,契 約の内容や交渉の段階に

応 じて課される義務が変化 し多様であること,責 任を認容するか否かの判

断において,'11事 者の交渉態度や相T一ノ∫に与える影響など多彩な事情を

「IE当な理山」 という要素で考慮に人れること,損 害賠償の範囲は`拝案毎

に柔軟に決定され大幅な過失相殺が行われることなど,こ の責任が独特の

判断構造をもっていることが本稿の分析から明らかとなった。 こうした特

性か らすれば,交 渉破棄責任を,債 務不履行責任 とも不法行為責任 とも異

なる,第 三の責任 として位置付けるのが最 もIE確なのかもしれないが,一

方で,義 務違反の態様の多様性,判 断の個別性 ・具体性 ・柔軟性,過 失相

殺の積極的活川という点からみれば,債 務不履行責任というよりはむしろ

不法行為責任の判断構造により近いといえる。また,判 例は,交 渉破棄責

任を契約責任と明r↑することに必ずしも横極的ではないが,こ れは,判 例

が,契 約成 立を非常に厳格に考え,契 約成、ア後に問題となる債務不履行責
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契約締結交渉の不当破棄における責任{2)完

任と契約締結交渉の不当破棄責任とを厳然と区別 しているためであると思

われるのであって,こ のような考え方を前提とすると,契 約成 　/前 の責任

を契約成 立後の責任と連続的に捉えることは難 しい。交渉破棄責任を不法

行為責任 と呼ぷか契約締結isの 過失責任と呼ぶか,そ の表現はともか くと

して,判 例に表れている契約締結交渉の不"i破 棄責任は,契 約責任との連

続で語るよりもむしろ,不 法行為責任の一種として性格づけることが最も

ri然であるように思われる。

iし たとおり,契 約締結交渉の不当破棄責任が総 じて何責任であるの

かという問題は,具 体的な処理準則の内容が明確でさえあれば,個 々の事

例の紛'jf解決に影響・を及ぼす ものではなく,こ れを論 じる必 要はないのか

もしれない。 しか し,契 約の拘束力の根拠を何に求めるかという,い わゆ

る契約法理論の再構成の議論のrllで,契 約締結交渉の不'且i破棄責任を理論

的にIE'且i化しようとした場合,契 約締結の際に生ずる諸々の責任を,契 約

成 立後のいわゆる債務不履行責任 との関係でいかなるものとして位置付け

る 「べきか」という規範的な議論はTiと なってくる。

この点,筆 者はかつて,新 しい契約法理論の枠紐みとして次のような私

見を提示 しだlil。そもそも,契 約法が果たすべき役割には,私 人間での契

約関係の自律的形成 ・継続を可能にするような客観的かつ中、玩的なルール

を提示する役割と,契 約関係 ヒ発生 した トラブルに対 して裁判所が公IEか

つ妥'11な解決を与えるための判断の指針となる役割の 二つが考えられる。

占典的契約理論は,「 契約のrl山 」理念の強い影響のもと,契 約の発生か

ら消滅にいたる一連の過程を,そ の過程に発生した トラブルの処理 も含め,

すべて私的自治の支配する領域として捉えるがゆえに,契 約法に前者の役

(G1契 約法理論の再構成に関する私見の詳細は,久 須本かおり 「契約法理論の再構

成を!1指 して一約束理論及び信頼理論に対する考察を中心に一(四)完1名 大法

政論集172号(1998年)314頁 以 ド参照。
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割のみを期待 した。そこでは,合 理的な判断能力と対等な取引能ノJを持つ

契約1三体が,rlら の自山な判断に基づいて一定の契約を締結 した以 ヒ,そ

れを履行 しないという`1態 はそ もそ も想定 し得ず,仮 に履行を困難にする

ような問題が発生 したとして も,そ れに備えて契約にはあらか じめ解決方

法が用意されているはずであるか ら,な お契約'肛1事者間で自律的な紛争解

決は可能であるし,も し自律的解決が不可能となった場合でも,訴 訟を提

起する当事者の目的は,契 約に川意された解決ノ∫法に従わない相手方をし

て,こ れに従わせるための法的強制力の付'チを裁判所に求めるに留まり,

これとは全 く別の,当 該状況における公.r-_かつ妥当な解決の提示を裁判所

に求めるものでは決 してない。 しかし,今 日,契 約関係を取 り巻く社会的 ・

経済的状況は大きく変化 し,こ れに伴 って,占 典的契約理論が前提 として

いる,合 理的な判断能力と対等な取引能力を持つ契約 ヒ体像が揺 らぎつつ

ある。このような状態で契約の一連の過程を今まで通 り私的自治にのみ委

ねていては,一 方当'1堵 に著しく不公il:な内容の契約が締結 される危険性

が高い。いまや私的 白治 とは別の,結 果の公IE性 を担保するための新たな

システムが必要とされているといえるのであり,こ こにおいて契約法が果

たすべき役割は,私 的白治がもはや機能 しなくなった契約関係に対 して,

裁判所が,i.1該`拝案における公d三かつ妥'置1な紛争解決を与えるための裁判規

範たることであると理解すべきである。契約法の役割をこのように理解 し

たとき,こ れに即 して契約法理論を再構成するに当たっては,契 約法原理

を紛争解決の側面から一貫して体系化しようとする信頼理論を参考に して,

契約の拘束力の根拠を,契 約の一方'㌣拝者に損失や利得を発生させる原因

となった信頼行為や利得行為に求めるべきであると考える。また,損 害賠

償の算定方法についても,一 方当事者にのみ何らかの損失や利得が発生 し

た結果,当B拝 者間に生じた不公iEな状態について,こ れを是1Eす るのに必

要な範囲で損害賠償を認められれば必要かつ ト分である。 このような契約

法の機能は,私 的ri治 の妥当しない領域を対象とし,か つ公正かつ妥当な
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

紛争解決をfl的 とする点,ま た責任の根拠を信頼や利得に求めるという点

で,不 法行為法や不J,利 得法の機能に極めて近いものとなる。 しか し,だ

からといって,契 約法が不法行為法や不当利得法と完全に一体化するとい

うことにはならない。契約紛争は,私 的自治により支配される契約関係か

ら発生 し,少 なくとも白律的紛争解決の余地を残 しているという点で,そ

ういう形での解決が 「白力救済の禁il:」という形で制限されている不法行

為や不当利得をめぐる紛争とは明らかに性質を異にする。その意味で,契

約の締結は,紛'frの 自律的解決を可能ならしめる契約関係を当事者間に発

生せ しある契機となるものであって,契 約責任の成立範囲を画する重要な

基準となるものであるか ら,契 約の成 立の判断は厳格に行われなければな

らない。そして,契 約法の保護対象となるのは,単 なる信頼行為や利得行

為ではなく,あ くまで契約に基づいてなされた信頼行為や利得行為でなけ

ればならない。

以 ヒのように契約法理論を再構成 したとき,契 約締結交渉の不.,i破棄責

任は次のように位置付けられることになろう。すなわち,契 約締結交渉の

不当破棄においては,交 渉当事者間に契約の成、ヱが認められない以i,そ

こに契約関係の存在を認めることはできないので,た とえ一方'且1事者が相

手方の11動 を信頼 して行動 した結果,損 失を被ったとしても,そ れに対 し

て契約責任は成 、1_し得ないが,少 なくとも相手方のr動 を信頼 した結果と

して被った損害の範囲で,相 手方に不法行為責任が成立すると考えること

になる。

これまでの学説1:の 議論では,契 約締結交渉の不当破棄責任を契約責任

の延長線 ヒで捉えようとする見解が有力にi三張されてきたが,本 稿で行っ

た判例の分析,そ して新 しい契約法理論の枠組みを前提 とした同責任の位

趾付けの規範的検討か ら,同 責任は不法行為責任として理解するべきであ

ると考える。
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契約締結交渉の不当

番}} 判 決 年 月il 契約の種類 '胴堵 の請求 認容された

11任

Itの 根拠 とな る

義務ない レ1GJl

ICJiLI 大阪地哉昭和43年 業務提携契 契約 ない しr・約の償務不 不法行為 折衝過穐に必要以 トの介
4)12fill 約 履行,不 法行為 入して期待を誘引

mb㍉㌃F㍉ザ

否鍵1 福剛繊 小愈支部 公営燦宅払 所有権移転登紀,契 約締 否定
昭和51年6月21Ci い下げ契約 結 ヒの過失,不 法行為

(肉治体) く

1'fiL3 東京高裁昭和52年 大学院の人 人学試験施行義務の確認 信義則Lの 勧H:11に反する行為を して
10月611 試の施行 不法行為,信 義則isの 義 義砺違反 はならない義務

務迩反

r捉3 東京地哉昭和53年 映 画 製 作:.:au 請f亀契約の解除.契 約締 信義則1:の 誤解を誘発する行為を避
5月29【1 負契約 結Lの 過失,イ{法 行為 義窃違反 ける義 務,誤 信に対する

警告義拐

i'i:4 東京地裁昭和53年 建物建築請 不法行為 不法行為 契約締結拒絶の意思を明
9川811 負契約 確に告知すべき義務

Yia5 大阪地裁昭和54年 雇 川契 約 国賠法 国賠法 遅 延を避 けるためS'!な
3113011 (国) 努力を重ねるべき義務

肯定6 最高裁昭和56年1 村f∫地 の譲 不法行為,国 賠法 不法行為 1'1治体 は代替措 置を講ず
112711 渡契約(r1 ることなく施策 を変 更し

治体) て はな らない

肯定7 東京地裁昭和56年 総代理店契 不法行為,契 約締結i.の 不法行為 契約成1」を妨げる事項を
311231.1 約 過失 秘 し,あ るいはそれをan

害する行為をしてはなら

ない義務

否定2 東京地裁昭和57年 土地建物売 契約または仮契約上の債 否定 (仮契約に基づき誠実に
2月17揃 買契約 務不履行 交渉すべき義筋)

1'淀8 最高裁昭和58年4 1地売買契 償務不履行,不 法行為 不法行為 誠実に契約の成、刀こ勤め
川91! 約 る義紡
(ii11:高 蜘1召 和54

sl'i111711)
一 一 一 一 一 一 一

否定3 製高裁昭和5$年12 道路払い下 僕務ネ履行,不 法行為 査定{原 審 (払い下げ実例における
月6口 げ契約(rl は不法行為) これまでの取 り扱いに従

治体) う義務)

否矩4 東京地裁昭和58年 木材継続的 債務不履行 否定
12月19111 供給契約

冠

嚢淀5 東京地裁昭和59年 嬢物建築請 不法行為 否定
1月26憾 負契約
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

破棄の判例一覧表

'隈 ゆ 合意の1確
,

あるいはそれを示す'Bk
先 行 行 為 信 頼を与えた'拝実

責任を否定する理山

(IE'11な'拍li)

損害賠償
の範囲 過失相殺

契約の案文作成 個別的売買

道路の補修 ・家屋 市職員による払い下 告知は契約準備開始前に
の改造 ・電気ガス げの告知,払 い下げ なされたもの

:

水道の維持管理 激認の議決

学部の3年 次に編 進学相談の際,学 部 経営Lの 必要性から同大学 慰謝料

入学 に編人したノ∫が適i 院の廃止したというのでは,
であると勧告 d三"iな理IIIとして不 卜分

撮影 ・見積11}の提 撮影続行の指示 撮影'!Yl1Jの 5割

出
・部

契約ll舶三成,細 相'1咽 果関

部まで交渉済み 係

退職ldi出 退職届を出すよう指

ポ,新 学期の時間割

や教科`聾芋,講 義内容

について連絡

is地明渡に対する 村会議の議決,村 長 相'111刈 果関

保証金の支払い, のo湖,水 利権設定 係 ・機械1没

機械設備の発注, 中請 に対する同.L'S, 備の代金

整地1事 融資の依頼文送付

会社設鉱,事 務所 営業活動に

設澱,一 一部商晶の よって生 じ

販売,宣 伝活動, た損害

保ll正金支払い
卍7

仮翼約轡 契約締結凹の決楚 高庄線 ・地役横の荏在を

知っていれば契約を差し控

える可能性は博}にあった

契約内容確定・ 金融機関から借人 相 岨i因果関

1地建物売買契 係 ・借 人金

約`咋 の利息

近隣の土地店舗を 諜長が他に優先者の 単なる事案 ヒの期待にす

購入 無い限りヒ地を払い ぎない,別 人との交換契

ドげる鷺の明言 約は道路用地獲得畢段と

して された もので あって

違法性はない

継続的取引の基 相手方の資巌 ・緕営状態

本合意(個 別酌 の悪化から信義則kや む

売買の数量 。代 を得ない

金は別途協議)

伸介 者にT._事発注 代表者が工事発渥の 契約準備段階に入ってい

紹介料を支払い 確約 ない,数 回の面談で多額

のL肇 が受涯できると考

えること薗体が軽率
h▼
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i'ii,L9 大阪地裁昭和59年 倉庫賃貸借 契約締結Lの 過失,使 川 使川堵 責任 fi印文喬偽造,偽 造の覚
3月26日 契約 者責任 薄交付,h司 の決裁を得

ずにした独断専行行為

否定6 東京地裁昭掬59年 外壁吹付T. 解除,不 法行為 否定
3127E且 事請負契約

i'ii10 最 高哉i1召和59年9 建物売買契 契約の解除,契 約締結is 契約類似の
川811 約 の過失 信義則hの
(東 京地 裁1昭和56 賞任

年12川411)
血

否定7 大阪醜蜘和59隼 土地売買契 仮契約の不履行,契 約締 否定
此 唱

10月26四 約(自治体) 結止の過失に基づく契約

し1 貴任または不法行為貴任 レ層}

f'i定11 京都地裁昭和61年 L地売買契 チ約の債務不履行 誠実交渉義 協定の内容を実現できる
2月201:1 約 務違反に基 よう誠実に交渉すべき養

つく債務不 務

履行

i'定12 仙台高裁昭和61年 i弛賃貸借 契約締結isの 過失,使 用 信義則hの 誠実に契約の成.rに努め
4月25[i 契約 者責任 義務違反 る義務

肯定13 東東地裁i1召和61年 建物建築請 契約の解除,不 法行為 不法行為 契約締結を妨げる事情を
4月25EI 負契約 説明する義 務,置1亀期に交

渉を打ち切る義務,組 織

体内の連携不備

否定8 東東地裁昭和61年 融資契約 債務不履行,不 法行為 否定 意思決定に童要な影讐を

7月25日 有する事爽について正確

な情報を写え,誤 解を遊

1 ける義務
1'i'itt

肯定14 東東高裁昭和61年 雇川契約 債務不履行,不 法行為 信義則1の 的確な情報を提供する義
10月1411 義務違反 務

肯定15 仙台高裁昭和63年 要地買収斡 償務不履行,不 法行為 民法44条 法人の内部r続 きを経ず,
5川30日 旋の委任契 代表権がないことを秘 し

約 て,安 易な見込 みの ドに

協議をした

r捉16 東s(地裁昭和63年 楽器の独占 不il:競争防止法,不 詑去行 不法行為 欺闇行為,模 倣晶を先行

711]II 販売委託契 為 発売することにより営業

約 Lの 利益を故意に侵害

n定17 京都地裁r'成元年 不動産転売 契約成立,儒義則Lの 責 信義則Lの 転売契約の前提となる前

1)126/1 契約 任 義務違反 1三との売買契約を事前に

r承 した以h,転 売契約

につ き一方的に翻意 して

はならない

蕎定9 東京高裁平戒元年 融資契約 債務不履行,不 法行為 否定(原藩:
劉

4月13B 不法行為) 蒙

(静岡地裁昭和62 崔

年7月28H)
葦

、唱 一、 ・ 纏 ・ 丁 h闘r穐 ・ 《齢d1冑 __., 1 II
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

賃借意思を記載した 相'㌦因珊矧系・ 9割

偽造覚書の交付 営業経費

見積書を提幽・下 重要事項について合意

準備 がない

電気容賦変更契約, レイアウ トの交付,10 信頼利益 5割

2階 部分の賃貸交 万円支払い,電 気容

渉,見 積淋作成 賦についての質問,

借人金の見稜 、匡咬 付

仮契約締結 予付金支払い
γ

議会の議決を経なければ
㍉究

本契約が締総できない

旨を説明する義務はない

不動産売買協定 道路用地の取得, li三当な理 山な し 道路用地の時

市長 との・拍iii協議 価との差額

閉店準備,居 所を 支店 移転 計lllliの開 ・1ミ, 損害の証明な

交代 させ るis'1`と 隣地駐1ド場の継続借 し

その資金調逮のた りLげ 交渉の委託

めの借人

契約内容の㍍意・ 旧建物取 り壊 し, イ洗 行行為の指示 慰謝料

契約締結llの 決 起1二式の挙行,パ

定 ンフ作成,作 業場

の建設,建 築機械

の1酒 己

計画案 土地取得,金 融機 建築協力2の 支払い, 誤解を招く発書はなかっ

関からの倦入 損失分担は平等との た,契 約不成立の霊た

発君 る理由は地元佳斑の反

対運動

辞表提出 退祉による逸 7割

失利益2年 分

と慰謝料

予定地の買収 川地i'f収斡旋の依頼 柑 量1因尉燭係 ・ 2荊

文蕎の交付 i.地代 金,各

種費用

楽器を何度か納人 得ぺかりし利
益

転売契約の成.Lを 仲介人に違約金の定 d:`tな 理lhな し 違約金相当額

前提 と した前i三と めのある売買契約を

の売買契約 締結す るこ とを書1嚇

にr承,買 付lll[明階

鮭本的事項につ 支店畏が融資を確約 返済可能性に問題あり

いて合意 と判断して履終酌に融

資を断ったことには肯

首するに足る理由があ

る
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肯定18 東京高栽平成元年
4月14[i

医薬分業契

約

債務不履行,契 約締結h
の過失

信義則isの

義務違反

理事会における議論の推
移を伝え.対 応策を講ず

るよう勧告すぺき義務

肖定19 大阪高裁・ド成元年

6月29U

店舗併設契

約

債務不履行,信 義則Lの

義務違反

信義則Lの

義務違反

明確に拒否の意思表示を
することなく放既した

否定iO

A

大阪高裁平成2年4

月26H

土地売買契

約

債務不履行,不 法行為

A

否定
{

㍉

i'iX20 最高裁 平成2年7月
5日(東 京 高蔵昭

和621=31117fi,

東京地裁昭和60年

7月30[D

株式売買契

約および合

弁事業契約

償務不履行,不 法行為 不法行為 契約締結に向けて誠実に

努力すべき義務

肯定21 大阪 地裁r'成2年

10川2B

手形割引 予

約または手

形割引契約

債務不履行,信 義則Lの

義務違反

不法行為 具体的状況をIE確に伝え,

不渡処分の猶rを 求める
べき義務

肯定22 東 東地 裁・r成2年

12/12511

建物売買契

約

建物明渡,債 務不履行,

不法行為

不法行為 軽率な言明をしてはなら
ない

肯定23 東京 地 裁}:成3年

6月19日

クラブ経労

の業務委託
債務不履行,契 約締結L
の過失

信義則 ヒの

義務違反

契約直前に,当 初予定さ
れていない条件を提示し

て履行を拒んではならない

香定11
丑

東輔 臓 平成3拳
10月24日

ザ ㍉

霜益保証特

約

綱益保謹≡条項の履行ヨ契

約締結上の過失

卜 斎1「 電

否定

否定!2 東京地裁平成4年

121716日

上地売買契

約

違約金の謂求 否定

肯定24 東京地 裁 平成5年

1月2611

L地売買契

約

債務不履行,不 法行為,

信義則hの 義笏違反

不法行為 相7-/;の 財産に損害を1∫

えないように配愈すべき

義携

肯定25 大阪地`1成5年

sllisii

建物賃貸借

契約

賃借権の確認と建物引渡,

不法行為

不法行為 合理的理由なく締約を拒

絶したこと(仲 介業者は

履行補助者に準ずるもの)

i'i'S26 福岡 高裁 ・F成5年

6月3011

h地売買契

約

移転登記手続,不 法行為 信義則Lの

義筋違反

誠実に契約の成」に努め

るべき義務

肯定27 東京地 裁 ・F成6年

1月2411

t.地廼物売

買契約

売買協定の償務不履行 信義則1:の

義務違反

協定 に反 し正当な理Illも

な く拒 絶 したこと
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2》完

店舗借 入,内1= 準備行為を援助・奨 ifiiな 理山な し 信頼利益 ・内

事,資 金借 入 励 装i事 費,借

人金利息,家

貨

概略について合 店舗併設を取引先 事業を共同で行うこ 相判大閑 瑚係 ・

意 に発表 ・商品発注 ・ との承諾 書,合 意 内 人件費,交 渉

従業員の雁用 容の確認書 費

売渡蔽明書の交付, 買付齪明書の発行 買付誼明書は銀行融資

第蕊者への転売契 の便賞のために発行 し

約 た ものにす ぎず,こ う

した肇情を相手方も知っ

ていた
、 冒㌃r1丁 }い' 、 {

基本的合意とそ 特段の雪嚇 なし(木材 相i因 珊廻係・
の旨の文,巳}の交 市況の低落は理山にな 交渉't't
換,基 本契約薄 らない)

案への合意の議

事録

手形割引はr承 聡`受注によ 9劉
し,保 証約定 書 り得べか りし

がまもなく到着 利益 ・慰謝料
するという段階

明渡の合意 鍵 の引き渡 し,覚 引越 しの口穫を明示, 1:iな 理山な し(翻 意 転売契約の違 8割

蚕辱案の作成交付 i.地建物の売却承認 の時点が唐突,交 渉の 約金(手 付倍

方法は他にもあった) 返 し),印 紙

代

k要な点につい 挨拶状の印刷,饒 信頼利益 ・挨
て合意 別 拶状の印刷代

利益保証条項に 電光掲示板の設椴 科雛保証条項は後から
謂

ついて一応の賛 当事者が付け加えた溢
慰 張

舎意書 合意に法的拘束力がある

可能性があるとしながら

も,合 意が国」二法の潜

脱を狙っていた事情が窺

われるため公序良俗遵反

協定 建築設計 ・請負1二 il='iな理 山なし 相'i閃瑠馴系・

事の発注 設計管理費

契約条件につき 重要事項説明辞, 合理的理山なし(村浮 引越しの解約

llll介業者と合意 手付の支払い,引 方がイ1三11韓国 人である による酬 ・」金・

越しの準備 こと) 慰謝料

唾要事項 につい 売渡請1置陥城,小 権 利gill:がな か った の II:'1な 理 由な し 相'11因爬矧系・

て合意成疏,売 切手の作成 ・持参 で保証,辱で登記申講 借人 金利息,

渡 ・買受 請喬の 登記lll請 費用

授受

売 丁't協定 建築確認の取得 正当な理LUな し(マ ン 相当1大傑闘 系・ 2割

ションrlifir:の悪化,建 設計計画費

築確認の取得の遅延)
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i'i定28 東京高裁平成6年
2月1日(東 京地裁

平成4年1月2川)

融資契約 債筋不履行,不 法行為 不法行為

旨定29 東京 地裁;i成6年

2川21口

店舗改装許

諾合意

債務不履行,信 義則Lの

義務違反,契 約締結Lの

過失,不 法行為

信義則Lの

義務遜反

不承諾の通告を引きのば

し,承 諾の期待を抱かせ

た以Lは,改 装を承諾す
べき義衝がある

香定!3

一 一

東京地裁平成s
4月26日

建物建築請

質契約

予約の成立 査楚
血

繍果実現のために尽力す
べき協力関係ないし協力

義務

iT定30 ii京 地 裁 ・ド成6年

6月18fl

建物賃貸借

契約

債務不履行,契 約締 結is

の過失,不 法 行為

契約締結L 現賃借人の退 去につき合

意が成i!し ていないとい

う事実を開・」ミせず,契 約

霞調印を2度 も先延ば し

に し,暖 昧な態度を とり

続けた

fj定31 福岡 高裁;i;成7年

6112911

1地売買契

約

債務不履行,契 約締結 ヒ
の過失に基づく憤務不履

行,不 法行為

不法行為 誠実に契約の締結に努め

るべき嚢務

否X14
導

鱈 縄 哉平成7年

9月7日

不動巌賃貸

事業受託契

約

債務不履行,悟 義則上め

義務違反

「F

否定
一

、,

ド淀32 福 岡地裁 ・iろ成8年

3川sn

L地 交換契

約(r胎 体)

側務不履行,契 約締結is
の過失

信義則isの

義務違反

相手方の財産に損害を与

えないように配慮すべき

義務

否定15 東京地哉平成10年

1月20日

融資契約 残融資の履行,使 用者貴

任,契 約締#;1:の遡失

否定

一一

i'ii33 神戸地 裁尼崎 支部
・1城10年6月2211

建物賃貸借

契約

契約締結Lの 過失 不法行為 相T-liに 不測の損害を被

らせてはな らない義務
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

融資の明確な約 1二場用地の譲渡巾 融資証明跨,支 店長 正当な理由なし 村凹㈱ 瑠系・ L地売

束をした場合に 込,請 負契約発注 が送金確約の意思表 得ぺか りし利 買差損
は,一 方的 に融 明 益(k地 売買 につ い

資契約を破棄で 差 損),既r. て は6

きない 噴分の損害賠 割 ・既

償 i二'ド代

金分に
つ い て

は9割

資料交付,市 場調 管理費用や業者の選 特段の事憎なし(他 店 法的閃珊繋1係・
査や改装設計の依 定 ・is期 闘につき 舗の[:!jtが 終盤を迎え 設計管理費の
頼 要曜を出す,資 料の る中,遅 れて改装1二事 一部

交付,過 去に改装申 を始め ること)

し出を拒絶したこと

がない

図颪 。見積 薄 ・建 資材発注の指示 建築確認串請時に朋ら

一

築確躍申請用図面 かになった防火構造や

の作成交付 用途面での問題や危険

性を理宙として締約を

拒否したことには正当

ガ
な理由がある

契約内容につい ロゴマー クの作戊 契約締結Uを 決定 逸失利益,ロ 4劇
てほぽ合意 申込証拠i支 払い, ゴマー ク作成

他の勤 めllを 断 る 費

協定爵・契約書 金融機関からの融 買付証明苔の発行 ・ 正当な理由なし 借人金利息
作成・代金決済 資 建築確認
のIi取 り決定
i

藩 本合意露 ・確 融資契約と抵呉権 これまでも保証賃蒋額
、

認書の作成 設定,ビ ルの建築, を変更せざるを得ない

本:r.地 上の駐車 状況になる度にその旨

場利用者への明渡 を伝えてきた

一 講求

確認'朔膚 代替地Lに 建てる 相当の理山あり(鑑 定 駐岨重場賃料相
建物の設計発注, の結 果,税 法 ヒの等 面 i額
L地 上の駐車場契 槙交換が不+r能 で,市

約をすべて解約 議会の承認を得るのが

困難)
'呂 「

噺

借人申込潜の作成・ 建築会社を紹介する 残融資がなされないと

提繊,借 地権薪と ための名詞を交付 相手方の返済計画が立

1 のt地 賃貸借契約 たないことを知らなかっ

締結,承 諾料の支 た以}二,誠 実 に残融資

1 払 い,テ ナ ン トと 契約の成立に努めるぺ

の交渉 き義務があるとはいえ

!
占

ない
重

敷金の支払い,設 契約爵ができたら送 相"i因製剰係・

備の買取,新 観従 るとの発 言 ・合鍵を 設備買取代,

業員の雇用,魁 話 渡す 新規従業員の

のiii 給r,電 話代
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蕎定16

謹

「

大阪地毅平成Tb
8月31鱒

イベント業

務委託契約

(薗冶体)

契約もしくは予約の後務

不履行,契 約締結上の過

失,不 法行為

否定

'卿

{

i'iX34 東京地裁'ド成10年
lUll`L6tl

1:地売1t契

約

債務不履行,契 約締結 止
の過失

信義則Lの

義務違反

契約成立に向けて誠実に

交渉する義栃

肯定35 東京地哉 平成10年

11月261.1

機械の没計・

製造 ・納人
の ド請負契

約

契約締結r.の過失 信義則1の

義務違反

相 丁一liに不測の損害を破

らせ てはならな い義衝

肯定36 横浜地裁 川崎支部
・1城10年11月3011

店舗賃貸借

契約

信義則Lの 義務違反,契

約締結Lの 過失

契約締結L
の過失

賃貸するかどうか不確定
であることを仲介者や相

手方に伝えなかった

肯定37 東京地 裁平成10年

12月2111

運 転 シュ ミ

レーターの共

同開発契約

完成義務の債務不履行,

契約締結1:の過失

信義則isの

義務違反

開発できない事情がある
ことを秘していた

肯定38 大阪地`F成11年

111291i

芸能学園開

1没業務請負

契約

請負代金請求,不 法行為 不法行為 自 らの 、働 によ って相 手

方に契約が確実に成i(す

る との信頼を抱かせなが

ら,II'.1な 理lllな く交渉

を打ち切 った

i7a_39 横浜地裁'内或13年

1月26111

社員研修実

施委託契約

債務不履行,契 約締結t.
の過失

信義則 ヒの
注意義窃違

反を理山と

する債務不

履行

研修を実施しない,あ る

いは チ定より大幡に遅れ

ることを速やかに告知す
べき義務

肯定40 大阪高勘ド成13年

3月6日

雇川契約 賃料請求,債 務不履行,

不法行為

信義則 ヒの

義務違反

自らの示した雇川条件で雇

用を実現しあるいは継続で

きるよう配慰し,雇用の実

現や継続に関する客観的な
藍ド情を説明すべき義務

否定1? 東京高裁平成13年
5月30日

土地計画に

催う補償契

約(自 治体)

契約締L・ の過失 否定

肯定41 東京高裁平成14年

3川3日

建物賃貸lfi

契約

債務不履行,契 約締結L
の過失

僑義則の一・

種の契約1:

の責任

明確な拒否の意思表明を

せず,相 手方の準備行為

を黙認した

肯定42 千葉地 裁・杓茂14年

7川12日

is地売 買契

約(自 治体)

fi't務不履行,契 約締結L

の過失,不 法行為

契約締結h

の過失
1'117・/iの意思 決定に対 し

てTな 意義 を持つ'μ実

について不IE確 な申 、ヒを

行わない義 務
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

窩 粘 ㌃^_」

纂禾訂画鯉 檎 ・
、

、

翼体的交渉が行われた

業務委託契約 事実はなく,契 約準備

段階に至ったとまでは

;∫≡
卜 {ア

いえない

協定書 亘三当な理山な し(マ ン 損害の証明な

ション業界の冷え込み) し

契約書案の作成 前金支払いを条件 信頼利益 ・マ 落ち度

に,エ ンジニ アリ ス ター リス ト な し

ング業務,マ スター 作成費用,打

リス トの作成,機 ち合わせ調査

械機器の・一一部の制 費川,機 械機

作業務 器の設計費

他社からの申入れ 店舗出店巾込醤,従 if:jなPI':IUな し(,1;店 得べかりし貨

を拒絶 前の テナ ン トとの間 を断った理由とされる 料相"y分
で 内 装 ・設lhii"・;=の買 立地条件の悪さは,調

取交渉,内 装業者へ 査すればすぐにわかる)

の依頼

秘密保持契約 ・ 営業活動 開発が遅れているこ 開発に要した
JC同開発に関す とを苔面で謝罪 直接 ・間接費

る協定 用

設 伍準備金の負 パ ンフ レッ トの製 準備作業に着手した 正当な理由なし 相'V.因 果関係 ・

担に関する覚書 作,広 告版 ドの作 ことを認識しr承 を パンフ レット・

成,ロ ゴマー クの 与えた チラシ ・雑誌

デザインの依頼, 広1.1.の 各 制 作

ラジオで宣伝 費,ラ ジオで

の広i-%伝 費

11程 表の交付 ・講 スケ ジュールをあけ 相当因閑坦係 ・ 落ち度

師の準備 ておいて欲 しい と要 講師料,違 約 な し

請・資料送付 金

雇入通知表の交 前職を退職 ・別の ヤクル ト保 育ルーム 得べかりし賃 落ち度
付と承諾 仕 じ}`を断 る の資料交付,雁 用通 金 ・慰謝料 な し

知h辱,各 保ffル ーム

の巡回見学資料の交

付
1

補 横契約 な し 交渉態様に不誠実 樹時契約の原躍のため
1(同 時 契約 の 原 な点があったとは 契約締結を進められな

0) いえない かった,対 応に不誠実

な点が認められない

契約 陀1}案の作成 人員の採川,コ ン 相手方の希望に応 じ 信頼利益・労
セ ン ト位i置な ど指 たi事 がなされてい 務費

定 ・看板取付金具 ることを黙認
の設置変更i二事

覚蕎 1揚 建設準備 ll瀬 利益 ・買

収地での得べ
か りし'F;利

益相'i額,代

替地を取得で
きると信 じて

支出した費川
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一 一 ロ ザ 　 亭

否建18 東京高戴平成15年 ゲー ムソフ 債務不履行,不 法行為, 否驚

明1Q日 トの制作 ・ 契約締結 ヒの過失

(東京地裁平成14 販売業務委

年12月18口) 託契約

否定19 東京地域平成15年 販売代理店 契約締結上の過失,不 法 否定 (迅速かつ誠実な交渉を

9月26F1 契約 行為,敏 務不履行 継続し,契約締結に努め

る義務) 一

17定43 東京地裁¶城15年 建物賃貸借 賃貸r..r約契約の債務不 債務不履行

9月2611 ア約契約 履行

肯定44 神戸地裁 ・F成15年 建物建築請 償務不履行 ・別訴で不法 儘膀不履行

12川lil 負 行為

一
一 一 サ ㍉

否定20 名古屋地裁平成16 システム開 契約締結 ヒの過失,不 法 否定

年1月28日 発 ・納入婁 行為,債 務不履行

務委託契約

(t治 体)

1葦重定45 札幌地裁・i城16年 誘 致 契 約 地/il`i治 法242条 の2 不法行為 ri治体は代替措概を講ず

2川2日 (1`1治 体) ることなく施策を変更し

てはな らない

習定2! 那覇地裁平成1.6年 建物売蟹葵 予約成立による代金支#1,. 蕎定
一 一

6月3膿 約 契約締結上の過失

肯定46 大阪高裁 ・ド成17年 金型製作請 契約締結Lの 過失 契約締結1: r算 の限度を明示する,

7月7日(大 阪地裁 負契約 あるいは変更によって発生

平成17年1月271D した費用を契約金額に参

人する努力をすべき義猫

肯定47 東京地勘 ド成17年 株式譲渡契 債務不履行,信 義則Lの 信義則 ヒの 融資の確実性の見込みを

7月20H 約 義務違反 義務違反 示す に当た って,根 拠あ

る見解 を示 し,見 込みが

変化 したときは時機を逸
することなく情報を伝え

る配慮義務

肯定48 大阪地裁11%成17年 履用契約 地位の確認とf金 請求, 契約締結L 雇用条件をP拝前に伝え,

9川9日 契約締6ftI.の 過 失 の過失 退職 してまで雇用契約を

締結すべきかを考慰する

機会を与える義務,損 害

が少なくなるようにを早

期に対処方法を考慮する

機会を与えるよう配慮す
べき誠実義務
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

'覚 書 覚養鵬 から2ヵ月たっ
骨

ても契約条件について

合意が碍られない状況
で交渉を打ち切ったこ

とは儒義に反すると辞

価できない

慕本合意欝 製品の発注 ・プレ サ ンプルチェ ックに 裁判管轄なし
ス発表 来FI

山

r約契約(チ 約 予約 、II[拠金の支払 正当な理lllな し(2階 r約 証拠金,

契約1;D い に駐 屯場を設けると, 仲介料,図 面

3階 のテナ ン トか らの 作成費,交 渉
`TI料収 人が減少する) 費,逸 失利益

建築[二事請負契 100万 円の支払い, 材料費,逸 失

約 建築確認申請の依 利益

頼 ・ヂ数料支払 い

カスタマイズ作業 カスタマイズ作業に カスタマイズ費用につい

入ることに岡意 て主張の金額で合意で

きない可能性を相乎方
は謬織 していた,当 該

システム導入の経験が

なく,納 褥のい く内容

の説明ができなかったこ

蓮
とに童粍る原困あり

開店準備行為 協力要講,開 業準備 信頼利益 ・開

作業への7一 を要講 業準備室設置

費,Il∫場調査

費,人 件費
Pモ 「

譲渡契約齋案 有償譲渡に向けて終 可能な隈り相手方の要

始蔚向きな態度 望を酌むべく解決を模

索していたのであるか
ら,そ の対応 は非難 し

歪
うる ものではない

試 作ll占の製作 ・金 金型制作代金 4割

型の製作

基 本合意,辱 増資,秘 密保持契約, 1"il大閑 樹係 ・

株売却価格の確定 株価 ド落分

前職を退職 会社の電要1辱類を交 相当因菊瑚係・ 2割

付・融資依頼交渉に 慰謝料

1司席させる
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肯定49 大阪地裁灼戊17年 継続的商品 債務不履行,契 約締結k 個別的商品
12月8日 化権1γ「諾契 の過失,信 義財isの 付随 化権許諾契

約 義務遼反,不 法行為 約 の 成 、'/.

i'ff50 '.E'.li:地哉 ・F成18年 建物賃貸借 債務不履行,契 約締結 ヒ 不法行為 58年 判決の引川

711川 契約 の過失

1'掟51 最 高裁'f`dk18年9 ガラスウォー 不法行為 不法11為 準備開始にr承 を与えた
月411(東 京地 裁 ル製作請負 (原 審;否 以L,そ のr承 を信頼 し
・i城16年7川21D 契約 定) て 」ζ出 した費川 につ き代

償的措置を講ずることな
く計画 を中ILし てはな ら

ない

llf定52 最高裁平成19年2 ゲー ム機の 売 買契約 および,1彗本契約 信義則Lの 具体的な発注を受けてい

112711 継続的製造 の債務 不履行,信 義則 ヒ 義 務 違 反 な いの に.発 注 巳1}や条件

販売業務提 の注意義務迩反 (原 審:否 提 示IIIを交付 した

携契約 定)
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契約締結交渉の不当破棄における責任(2)完

日頭で実質的合 前倒 しで商品販売

意(契 約条項の (使 川料支払 い)

最終確定はまだ)

契約lllにつ いて 賃貸借条件検討申 調「1川の決定 lE'幽1な理 山な し(組 織 得べか りしli な し

fl'ち合わせ 込It,貸 室 申込r 体内での連携 イ{備) 料

製作図の本格的な 仲介人から作業依頼, li三'liなPI!IIIな し(将 来 準備費用

作戊 打 ち1わ せ, 準備作業開始をr承 の収支見通に不安があ

製造 ラ インの確 保 る)

11頭の合意 ・発 商品開発,試 作機 発 注 、1宰・条 件提 示,ll

注,15・ 覚ol}(契 の 完 成,:'1・lit金 型 の送付

約、1雛後日爾却 ・ の作成,商 品の納

4者 契約締結の 人

合意
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